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4.  学力調査を用いた分析 

4.1  学力調査を用いた分析の概要 

デジタル教科書の活用による学力への効果を検証するため、埼玉県学力・学習状況調査の

データを用いて紙の教科書との比較分析を行う。 

4.1.1   分析の目的 

デジタル教科書が学力に与える影響を検証するために、今年度の分析では、デジタル教

科書を広く利用している一部の自治体を選定し、デジタル教科書を使用していたクラスと

そうでないクラスの学力調査結果について比較分析を行った。 

また、デジタル教科書は令和元年度から紙の教科書に代えて使用できるようになったた

め、本分析が初回となる。そこで、本分析は、令和 4 年度以降にデジタル教科書が学力に及

ぼす影響についてさらなる分析を継続することを前提に、今後の分析の基礎的な指針を得

ることに主眼を置いた。また、次年度以降の分析において、学力調査に関するどのような

データがどのように活用できるか、またどういった分析方法が有益であるかを検討するこ

とも、分析の射程とした。 

 

4.1.2   分析に使用したデータ 

4.1.2.1  データ 

埼玉県学力・学習状況調査の結果データ（令和元年度から令和３年度の国語の調査結果）

を使用した。 

4.1.2.2  埼玉県学力・学習状況調査の概要 

当該調査は、小学校 4 年生から中学校 3 年生にかけて、同一の児童生徒の学力の伸び（経

年変化）などを継続して把握することのできる調査となっている。 

PISA（国際学力到達度調査）と同様の調査手法（項目反応理論）を採用しており、出題

する全ての問題に同一尺度で難易度を設定している。これにより、点数が上昇しても「テ

ストが易しかった」のか「本人が努力した」のか分からないという点を解消している。 

また、非認知能力（自制心、自己効力感等）や学習方略（計画的な学習、柔軟的学習等）

にも注目した調査となっている。 
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「埼玉県の学力向上施策の概要～埼玉県学調を中核とした PDCA の推進～」（令和元年 10 月 29 日）より 

 

（1）埼玉県学力・学習状況調査における「学力のレベル」について 

当該調査では、全ての問題について、独自の分析をもとにした「難易度」を設定し、「ど

のくらい難しい問題に正答できるか」を学力の基準とみなしている。以下本章で言及する

「学力」は、特に断りのない場合全て、当該調査のこの定義に即したものである。 

なお、当該調査において学力は、「学力のレベル」で表される。 

学力のレベルはレベル１からレベル１２まであるが、各学年の測定は以下の表のように

７レベルの間で行っている。また、それぞれのレベルは、さらに細かく３層（高い順にＡ

→Ｂ→Ｃ）に分かれており、同じレベルの中でもスモールステップで「学力の伸び」が分か

るようになっている。 

児童生徒には、学力のレベルはこの小さな層で分けた１－Ｃから１２－Ａまでの３６段

階で提示される。 

 

学年とテストで出題される学力のレベル範囲のイメージを「図 4-1 学力のレベルとテス

ト範囲のイメージ」に表す。 

 

 

図 4-1 学力のレベルとテスト範囲のイメージ 
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（2）埼玉県学力・学習状況調査における「学力の伸び」について 

本調査では、年度間の学力のレベルの差を「学力の伸び」と捉えている。下図は、個人結

果票の一部を拡大したものである。 

児童生徒には、学力のレベルがバーの位置で示される。前年度のバーの位置と、今年度

のバーの位置を比べると「学力の伸び」が分かる。 

「学力の伸び」は学力のレベルを３６段階に分けた中でのレベルの差で測っている。 

 

 

図 4-2 学力のレベルの示し方の例 

4.1.2.3  対象範囲 

・埼玉県内の小学校 1 校を対象として選定した。以降、当該小学校は対象校と呼ぶ。 

・対象校とＳＥＳ等が近い小学校 1 校を選定した。以降、当該小学校は比較校と呼ぶ。 

4.1.2.4  データの前提条件 

今回分析の対象校は、令和元年度から国語の授業に対してデジタル教科書の導入を開始

している。分析の対象学年である 5 年生、6 年生の各年度のデジタル教科書使用状況を次ペ

ージの「表 4-1 デジタル教科書の使用状況」に示す。 
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表 4-1 デジタル教科書の使用状況 

年度 デジタル教科書 

使用クラス 

デジタル教科書の使用状況 学習者用端末の使用状況 

令和元年度 5 年 A 組がデジタル教

科書と紙の教科書を併

用。 

5 年 A 組以外の３クラ

スは説明文の単元で数

回使用していた。 

 

国語における教科書の領域等の

うち、「読むこと」で主に使用。 

説明文「見立てる」「言葉の意味

がわかること」、物語「大造じい

さんとガン」の単元に使用し

た。 

 

使い方としては、本文に線を引

いて心情、行動、会話に分け

る。練習教材「見立てる」につい

ては、はじめ、中、終わりの３

つに分けてその大事なところを

抜き出して文章構成を捉える授

業を行なった。 

学習者用端末は約 40 台を

共用しており、5 年 A 組も

その他のクラスも授業で必

要な場合のみ使用する状況

だった。 

令和 2 年度 5年生、6年生の各クラ

スでデジタル教科書を

導入。 

国語における教科書の領域等の

内、「読むこと」で主に使用。 

主に説明文「見立てる」、「言葉

の意味がわかること」「固有種が

教えてくれること」を主軸に物

語文「たずねびと」で使用した。 

 

使い方としては、説明文では、

はじめ、中、終わりで文章構成

を捉えて、筆者が言いたいとこ

ろはどこか、見つけて、それに

対して考えることに使用。 

物語文は個人、4 人グループ、

全体で、一場面ずつ読み最後に

話し合う授業を行なった。 

説明文も個人、4 人グループ、

全体で行うような活用方法。 

 

学習者用端末の台数は、令

和元年度よりも増えたが、

1 人 1 台ではないため必要

に応じて使用する状況。 

 

また、5 年 C 組は教室の電

波状況が悪く、デジタル教

科書の使用が限定的であ

り、5 年 B 組はデジタル教

科書の使用時間が比較的多

く確保できた等、クラスに

よってもデジタル教科書の

使用状況に違いが生じてい

た。 

令和 3 年度 1 人 1 台学習者用端末を使用できるよう環境が整備されたが、今回の対象期間は令和 2

年度末までであるため対象外となる。 

4.1.2.5  データ形式 

埼玉県及び対象校所属市町村（文科省経由）より受領した匿名化された 2 次データを使

用した。 
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4.1.3   分析方針 

今年度の分析では、デジタル教科書と紙の教科書による児童生徒の「学力のレベル」の伸

びを比較する。 

また、今回使用した埼玉県学力・学習状況調査結果はデジタル教科書の効果検証を目的

としたものではなく、デジタル教科書の使用有無以外の要因が児童生徒の学力のレベルに

影響していると考えられることから、児童生徒の学力のレベルに影響を与える要因をなる

べく排除するため、同一教員が指導したクラスを抽出した比較も行う。 

学力のレベルの伸びに加えて、当該調査で同時に実施している学習方略（児童生徒の学

習に対する姿勢等）に関する調査にもデジタル教科書の効果があると考えられるため、児

童生徒の学習方略の回答傾向をデジタル教科書と紙の教科書で比較する。 

以上により、以下の 3 つの観点から分析を行う 

 

令和元年度 5 年生におけるデジタル教科書と紙の教科書の効果の比較 

分析①：学力の伸びの比較 

分析②：問題区分による正答率の比較 

分析③：質問紙調査結果の変化の比較 

 

同一教員同一学年におけるデジタル教科書と紙の教科書の効果の比較 

分析①：学力の伸びの比較 

分析②：問題区分による正答率の比較 

分析③：質問紙調査結果の変化の比較 

 

同一教員同一児童におけるデジタル教科書と紙の教科書の効果の比較 

分析①：学力の伸びの比較 

分析②：問題区分による正答率の比較 

分析③：質問紙調査結果の変化の比較 

 

なお、「学力のレベルの伸び」や「学習方略」の回答の変化は、児童生徒の元の学力レベ

ルによる可能性があるため、分析(1)～(3)において、元の学力を上位グループと下位グルー

プの 2 群に分けた比較も行う。 

 

  



 

404 

 

4.1.4   分析方法 

（1）デジタル教科書と紙の教科書の学力のレベルの伸びの比較 

令和元年度にデジタル教科書を使用していたクラスとそうでないクラスにおける、令和

元年度から 2 年度の学力調査結果の学力のレベルの伸びについて比較し、デジタル教科書

が学力に与える影響を検証する。 

（2）同一教員によるデジタル教科書と紙の教科書の学力のレベルの伸びの比較 

教員の指導力による影響を排除するため、ある教員が令和元年度に指導していた児童生

徒（紙の教科書）の学力の伸び（令和元年度と 2 年度の差）と、令和 2 年度に指導していた

児童生徒（デジタル教科書）の学力の伸び（令和 2 年と 3 年度の差）を比較して検証する。 

（3）質問紙調査結果によるデジタル教科書と紙の教科書の比較 

デジタル教科書と紙の教科書での質問紙調査結果の比較分析を行う。具体的には、学習

方略ごとの回答傾向をデジタル教科書と紙の教科書で比較する。 
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4.1.5   データの背景を把握するためのヒアリングの実施 

4.1.5.1  ヒアリングの目的 

分析対象となる対象校の埼玉県学力・学習状況調査結果から、分析(1)～(3)の結果を考察

するために、対象校の担当教員にヒアリングを実施した。 

4.1.5.2  ヒアリングの内容 

背景情報として、デジタル教科書の活用状況（※1）や、学習指導要領の変化によって受

けた影響などを確認した。 

分析結果の考察に必要な情報としては、児童生徒のデジタル教科書の操作習熟度や学力

のレベルの伸びが著しい児童生徒の変化などを確認した。 

※1 特に「読むこと」領域で多く活用していたことやデジタル教科書の付属教材である本

文抜き出しツールの活用による思考力の育成といった観点から、問題区分「読むこと」では

デジタル教科書の方が優位な結果になるのではないかとの予想があった。 

具体的なヒアリング内容は、以下の分析(1)-①～(2)-③の単位で整理した。 

 

分析(1) 同一年度のデジタル教科書クラスと紙の教科書クラスの比較 

 (1)-①学力の伸びの平均の比較 

 (1)-②元の学力が高い児童と低い児童での学力の伸びの比較 

 (1)-③学力テストの問題の分類ごとの学力の伸びの分析 

 

分析(2) 同一教員でのデジタル教科書クラスと紙の教科書クラスの比較 

A 先生：同一学年・別年度（令和元年度の 5 年生、令和 2 年度の 5 年生） 

B 先生：同一児童（令和元年度の 5 年生、令和 2 年度の 6 年生） 

 (2)-①学力の伸びの平均の比較 

 (2)-②元の学力が高い児童と低い児童での学力の伸びの比較 

 (2)-③学力テストの問題の分類ごとの学力の伸びの分析 

 

分析(3) 質問紙調査結果によるデジタル教科書と紙の教科書の比較 

質問紙調査における 6 つの学習方略のうち、デジタル教科書が影響すると考えられる

項目は、「柔軟的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 4 つとな

った。 
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4.2  学力調査結果を用いた分析結果と考察 

4.2.1   分析結果の考察にあたっての留意事項 

今回の分析結果の考察にあたって以下の点に留意する必要がある。 

 

⚫ 今回の分析で使用した埼玉県学力・学習状況調査結果のデータは、県全体の学力向上の

一環として取り組んでいるものであり、デジタル教科書の効果検証を目的に設計された

調査ではない。そのため、今回の指標として使用した学力レベル等の値の変化はデジタ

ル教科書とは別の要因から影響を受けたものである可能性も考えられる。 

教員個人の授業方法の工夫、学習者用端末に対する児童の習熟度等が別の要因の一つと

して考えられるが、本分析では範囲外としている。 

 

⚫ 埼玉県学力・学習状況調査における学力の定義および学力レベルの設定の妥当性につい

ては当該調査に依存する。学力の定義および学力レベルの詳細については「4.1.2.2 埼玉

県学力・学習状況調査の概要」を参照。 

 

⚫ 今回の分析で使用したデータは、対象期間における短期的な学力の伸びを対象としてお

り、デジタル教科書の長期的な効果の分析は範囲外としている。 

 

⚫ 今回の分析対象となるサンプルサイズが少数（15～120 名程度）であるため、児童生徒

の学力・学習態度の偏りや対象年度の指導計画の変化等に影響を受けている可能性があ

る。 

 

⚫ 教員にヒアリングを実施したところ、分析対象の各クラスは教室の電波状況が大きく違

うため、デジタル教科書の使用頻度が異なっている。また、令和元年度、2 年度では学習

者用端末は学年で共有であるため、一部の授業でのみデジタル教科書が使用されており、

対象教科の全ての授業でデジタル教科書が使用されているわけではない。そのため、児

童生徒ごとにデジタル教科書の使用頻度に差異がある。 
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4.2.2   令和元年度 5 年生におけるデジタル教科書と紙の教科書の効果の比較 

令和元年度 5 年生におけるデジタル教科書と紙の教科書の効果について、「学力の伸び」、

「問題区分による正答率」そして「質問紙調査結果の変化」の３つの観点から比較し示す。 

 

4.2.2.1  分析対象クラスの範囲 

令和元年度にデジタル教科書で授業を受けていたクラスは、対象校 5 年 A 組、令和元年

度に紙の教科書で授業を受けていたクラスは、対象校 5 年 B 組、5 年 C 組、5 年 D 組、そ

して比較校 5 年生全クラスである。 

 

上記に加え、各クラスの中で学力の下位グループと上位グループに分け比較した。下位グ

ループ、上位グループは、令和元年度 5 年生年度初め時点での学力レベルのクラス平均を

基準として分けている。 

 

分析対象として同一年度同一学年を比較しているが、児童や担当教員が異なるため、比

較データが等質ではない可能性がある。 

 

5 年生（埼玉県全体）の学力レベルについては、平均値の算出方法が整数で丸めた数値と

なっており、他の算出方法と異なるため、参考値となる。 

 

なお、これ以降は、小学校名がなく学年及びクラスだけの表記の場合、対象校を表し、

比較校については、比較校と併せて学年及びクラスを表記する。 
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4.2.2.2  分析①：学力の伸びの比較 

デジタル教科書で授業を受けていたクラスと、紙の教科書で授業を受けていたクラスに

ついて、学力の伸びを比較し、デジタル教科書が学力に与える影響を検証した。 

（1）学力の伸びの比較（全体） 

令和元年度 5 年 A 組について、令和元年度 5 年生の年度初め時点での学力レベルと令和

2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルを比較した。 

その結果について「表 4-2 学力の伸びの比較（令和元年度 5 年生）」に示す。 

 

表 4-2 学力の伸びの比較（令和元年度 5 年生）

 

 

同じ学校内で比較した場合、デジタル教科書を使用した 5 年 A 組のほうが、紙の教科書

を使用した 5 年生紙全体よりも 0.3 ポイント伸びが大きい。 

 

比較校と比較した場合、比較校の 5 年生のほうがデジタル教科書を使用した 5 年 A 組よ

りも 0.5 ポイント伸びが大きい。 

 

令和元年度の 5 年生（埼玉県全体）は参考値ではあるが、5 年 A 組と 5 年生紙全体と比

較しても、伸びに特別な差はないと考えられる。 
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◆学力の伸びの分布 

令和元年度 5 年 A 組、令和元年度 5 年生のうち紙の教科書で授業を受けたクラス全体、

令和元年度比較校 5 年生全クラス、それぞれについて、年度初め時点での学力レベルを基

準とし、同一児童の、令和 2 年度時点での学力の伸びの値ごとの人数の割合(%)を算出した。 

その結果を「図 4-3 学力の伸びの分布（令和元年度 5 年生）」に示す。 

 

 

図 4-3 学力の伸びの分布（令和元年度 5 年生） 

 

令和元年度 5 年 A 組について、若干くし歯型の傾向が見られるが、大きくは一般型（山

形）となっている。 

令和元年度 5 年生のうち紙の教科書で授業を受けたクラス全体と、令和元年度比較校 5

年生全クラスについて、一般型（山形）の傾向が見られる。 
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（2）学力の伸びの比較（下位グループ） 

分析対象クラスについて、学力を基に下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5

年生の年度初め時点での学力レベルと令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルの

差を伸びの値とした。ここでは下位グループについて述べる。 

その結果を下記の「表 4-3 学力の伸びの比較（令和元年度 5 年生下位グループ）」に示

す。 

 

表 4-3 学力の伸びの比較（令和元年度 5 年生下位グループ） 

 

 

 

下位グループにおいて、同じ学校内で比較した場合、デジタル教科書を使用した 5 年 A

組の方が、紙の教科書を使用した 5 年生紙全体より伸びが 0.3 ポイント大きい。 

 

5 年生紙全体と、比較校 5 年生の伸びを比べると、5 年生紙全体の伸びのほうが 0.5 ポイ

ント小さい。 

 

いずれの比較結果も若干の差はあるものの、同等程度の伸びであった。 
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◆元の学力レベルと学力の伸び 

「図 4-4 元の学力レベルと学力の伸び（令和元年度 5 年生下位グループ）」は、令和元

年度 5 年 A 組、令和元年度 5 年生のうち紙の教科書で授業を受けたクラス全体、令和元年

度比較校 5 年生全クラス、それぞれについて、令和元年度時点での学力レベルを基準とし、

令和 2 年度時点での学力の伸びを表した図である。 

図内の赤い点線は、それぞれの学力レベルの平均値を表す。赤い点線の左側が下位グル

ープとなる。 

 

 

図 4-4 元の学力レベルと学力の伸び（令和元年度 5 年生下位グループ） 

 

上図において、令和元年度 5 年 A 組と令和 2 年度 5 年生(紙全体)、比較校 5 年生の下位

グループでは、分布の形に大きな差は見られなかった。 

 

  



 

412 

 

（3）学力の伸びの比較（上位グループ） 

分析対象クラスについて、学力を基に下位グループと上位グループに分け、令和元年度

5 年生の年度初め時点での学力レベルと令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベル

の差を伸びの値とした。ここでは上位グループについて述べる。 

その結果を下記の「表 4-4 学力の伸びの比較（令和元年度 5 年生上位グループ）」に示

す。 

表 4-4 学力の伸びの比較（令和元年度 5 年生上位グループ） 

 

 

 

上位グループにおいて、同じ学校内で比較した場合、デジタル教科書を使用した 5 年 A

組の方が、紙の教科書を使用した 5 年生紙全体より伸びが 0.7 ポイント大きい。 

 

5 年生紙全体と、比較校 5 年生の伸びを比べると、5 年生紙全体の伸びのほうが 0.7 ポイ

ント小さい。 

 

いずれの比較結果も若干の差はあるものの、同等程度の伸びであった。 
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◆元の学力レベルと学力の伸び 

下記の「図 4-5 元の学力レベルと学力の伸び（令和元年度 5 年生上位グループ）」は、

令和元年度 5 年 A 組、令和元年度 5 年生のうち紙の教科書で授業を受けたクラス全体、令

和元年度比較校 5 年生全クラス、それぞれについて、令和元年度時点での学力レベルを基

準とし、令和 2 年度時点での学力の伸びを表した図である。 

図内の赤い点線は、それぞれの学力レベルの平均値を表す。赤い点線の右側が上位グル

ープとなる。 

 

図 4-5 元の学力レベルと学力の伸び（令和元年度 5 年生上位グループ） 

 

上図において、令和元年度 5 年 A 組と令和 2 年度 5 年生(紙全体)、比較校 5 年生の上位

グループでは、分布の形に大きな差は見られなかった。 
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4.2.2.3  下位グループと上位グループを比較すると、全体的に、上位グループの方が学力の

伸びが小さくなる傾向がある。分析②：問題区分による正答率の比較 

令和元年度 5 年生と令和 2 年度 6 年生の学力テストの問題区分ごとの正答率の変化を比

較する。「教科の領域等」は「話すこと・聞くこと・書くこと」、「読むこと」、「伝統的な言

語文化と国語の特質に関する事項」の 3 つの区分で構成されている。 

※令和 3 年度より、「伝統的な言語文化と国語の特質に関する事項」は、「言葉の特徴や使

い方」と「情報の扱い方、我が国の言語文化」に変更となっている。 

対象校ではデジタル教科書を主に「読むこと」の授業で活用したため、分析対象とする問

題区分は、「読むこと」とする。 

なお、埼玉県学力・学習状況調査では、問題区分ごとの学力レベルは算出されていないた

め、ここでは正答率を使用した。また、埼玉県学力・学習状況調査で算出する「学力のレベ

ル」は「教科の領域等」といった問題区分ごとの「学力のレベル」を算出する設計ではない

ため、あくまで参考レベルであることに留意する必要がある。 

 

表 4-5 学力テストの問題区分（参考） 
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（1）問題区分「読むこと」の比較 

デジタル教科書は、「読むこと」領域で多く活用していたこと、本文抜き出しツールの活

用による思考力の育成で活用していたことといった観点から、問題区分「読むこと」では、

紙の教科書と比べデジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説を立て検証を行った。 

 

分析対象クラスについて、令和元年度 5 年生の年度初め時点と、同一児童の令和 2 年度

6 年生の年度初め時点での学力テストの問題区分「読むこと」の正答率について、下記の「表 

4-6 問題区分「読むこと」の正答率（令和元年度 5 年生）」に示す。 

 

表 4-6 問題区分「読むこと」の正答率（令和元年度 5 年生） 

 

 

 

令和元年度から令和 2 年度の正答率の変化を比較すると、どのクラスも、「読むこと」は、

それぞれ 11 ポイント増で、正答率の差は、5 年 A 組、5 年生（紙全体）、比較校 5 年生とも

横並びとなっている。 

 

紙の教科書と比べデジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説とは異なり、正答率

の差は確認できなかった。 
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4.2.2.4  分析③：質問紙調査結果の変化の比較 

デジタル教科書で授業を受けていたクラスと、紙の教科書で授業を受けていたクラスに

ついて、質問紙調査結果を比較し、デジタル教科書の効果を検証した。 

 

質問紙調査では、学習方略ごとに質問を設定している。学習方略は、「柔軟的方略」「プラ

ンニング方略」「作業方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 6 つがあ

る。対象校へのヒアリング結果により、この 6 つの学習方略のうち、「プランニング方略」

と「作業方略」はデジタル教科書による影響が少ないと予想された。これを踏まえ、「柔軟

的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 4 つの学習方略は、紙の教

科書と比較し、デジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説を立て検証を行った。 

 

学習方略は、5 段階の尺度法で調査されている。 

回答の選択肢は、よく当てはまる（5 点）、少し当てはまる（4 点）、どちらともいえな

い（3 点）、あまり当てはまらない（2 点）、全く当てはまらない（1 点）である。 

 

表 4-7 質問紙調査における学習方略と質問内容 
令和元年 10 月 29 日 埼玉県の学力向上施策の概要（埼玉県教育委員会）」より 
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（1）学習方略の変化量の比較（全体） 

分析対象クラスについて、令和元年度 5 年生の年度初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度

初め時点での学習方略の変化量を比較した。その結果について、下記の「表 4-8 学習方略

の変化量の比較（令和元年度 5 年生）」に示す。 

ピンクで色付けしたセルは、ｔ検定により、変化量に有意差が見られる箇所となる。 

 

表 4-8 学習方略の変化量の比較（令和元年度 5 年生） 

 

 

 

「柔軟的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 4 つの学習方略は、

紙の教科書と比較し、デジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説を立てたが、「柔軟

的方略」「人的リソース方略」「努力調整方略」の３つは、仮説と異なる結果となり、「柔軟

的方略」は、紙の教科書の方が 0.2 ポイント大きく、「人的リソース方略」は、紙の教科書

の方が 0.1 ポイント大きく、「努力調整方略」は、紙の教科書の方が 0.3 ポイント大きかっ

た。一方「認知的方略」は、デジタル教科書の方が 0.1 ポイント大きく、仮説と同様の結果

となった。 

 

「認知的方略」について、デジタル教科書は、学習に対して視覚的な補助があるため、

授業内容に対する理解の補完が期待できることから、紙の教科書よりも良い結果になった

と考えられる。 

 

各学習方略について、分析対象クラスの令和元年度の 5 年生の年度初め時点と令和 2 年

度 6 年生の年度初め時点での回答を基に比較した結果、変化量は、両クラスとも全体的に

下がる傾向となっている。 
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（2）学習方略の変化量の比較（下位グループ） 

分析対象クラスについて、下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5 年生の年

度初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学習方略の平均値の変化量を比較した。

ここでは下位グループの結果について、下記の「表 4-9 学習方略の変化量の比較（令和元

年度 5 年生下位グループ）」に示す。 

ピンクで色付けしたセルは、ｔ検定により、変化量に有意差が見られる箇所となる。 

 

表 4-9 学習方略の変化量の比較（令和元年度 5 年生下位グループ） 

 

 

 

 

「柔軟的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 4 つの学習方略は、

紙の教科書と比較し、デジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説を立てたが、「柔軟

的方略」「人的リソース方略」「努力調整方略」の 3 つは、仮説と異なる結果となり、「柔軟

的方略」は、紙の教科書の方が 0.1 ポイント大きく、「人的リソース方略」と「努力調整方

略」は、デジタル教科書と紙の教科書のポイントは同じとなった。一方「認知的方略」は、

デジタル教科書の方が 0.3 ポイント大きく、仮説と同様の結果となった。 

 

「認知的方略」について、デジタル教科書は、学習に対して視覚的な補助があるため、

授業内容に対する理解の補完が期待できることから、紙の教科書よりも良い結果になった

と考えられる。 

 

「人的リソース方略」「努力調整方略」については、仮説とは異なる結果ではあるが、デ

ジタル教科書使用と紙の教科書使用で、変化量は同じとなった。 

 

下位グループの各学習方略について、分析対象クラスの令和元年度の 5 年生の年度初め

時点と令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での回答を基に、比較した結果、変化量は、両ク

ラスとも全体的に下がる傾向となっている。 
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（3）学習方略の変化量の比較（上位グループ） 

分析対象クラスについて、下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5 年生の年

度初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学習方略の変化量を比較した。ここで

は上位グループの結果について、下記の「表 4-10 学習方略の変化量の比較（令和元年度

5 年生上位グループ）」に示す。 

ピンクで色付けしたセルは、ｔ検定により、変化量に有意差が見られる箇所となる。 

 

表 4-10 学習方略の変化量の比較（令和元年度 5 年生上位グループ） 

 

 

 

「柔軟的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 4 つの学習方略は、

紙の教科書と比較し、デジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説を立てたが、異なる

結果となり、「柔軟的方略」は、紙の教科書の方が 0.2 ポイント大きく、「人的リソース方略」

は、紙の教科書の方が 0.2 ポイント大きく、「認知的方略」は、紙の教科書の方が 0.1 ポイ

ント大きく、「努力調整方略」は、紙の教科書の方が 0.4 ポイント大きかった。 

 

しかし、基準となる令和元年度のポイントについて、5 年 A 組と 5 年生（56/101 名）を

比べると、「人的リソース方略」は同じだが、それ以外の 3 つは、5 年 A 組の方が大きい。 
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4.2.2.5  分析結果の考察 

（1）学力の伸びについての考察 

同じ学校内で比較した場合、デジタル教科書を使用した 5 年 A 組の方が、紙の教科書を

使用した 5 年生紙全体より伸びが 0.3 ポイント大きい。 

デジタル教科書を使用したクラスの方が学力の伸びが若干大きかったことから、学力へ

の影響の面では、デジタル教科書を用いても、紙の教科書と同等以上の教育上の効果が得ら

れていると考えられる。 

 

（2）問題区分「読むこと」についての考察 

令和元年度から令和 2 年度の正答率の変化を比較すると、「読むこと」は、デジタル教

科書を使用したクラスと紙の教科書を使用したクラスは、それぞれ 11 ポイント増で、正答

率の差は、横並びとなっており、差は確認できなかった。 

紙の教科書と比べデジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説とは異なる結果とな

ったが、問題区分「読むこと」の範囲において、デジタル教科書でも、紙の教科書と同等の

効果は得られると考えられる。 

 

（3）学習方略の変化量の比較についての考察 

令和元年度 5 年生において、「柔軟的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整

方略」の 4 つの学習方略は、紙の教科書と比較し、デジタル教科書の方が優位な結果になる

との仮説を立てたが、「柔軟的方略」「人的リソース方略」「努力調整方略」の３つは、仮説

と異なる結果となり、「柔軟的方略」は、紙の教科書の方が 0.2 ポイント大きく、「人的リソ

ース方略」は、紙の教科書の方が 0.1 ポイント大きく、「努力調整方略」は、紙の教科書の

方が 0.3 ポイント大きかった。一方「認知的方略」は、デジタル教科書の方が 0.1 ポイント

大きく、仮説と同様の結果となった。 

そのため、学習方略への影響の面では、「認知的方略」については、デジタル教科書の方

が紙の教科書より効果的なケースがあると考えられる。 
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4.2.3   同一教員同一学年におけるデジタル教科書と紙の教科書の効果の比較 

同一教員同一学年によるデジタル教科書と紙の教科書の効果について、 

「学力の伸び」、「問題区分による正答率」そして「質問紙調査結果の変化」の３つの観点

から比較し示す。 

 

4.2.3.1  分析対象クラスの範囲 

教員ごとの指導力の差による影響を排除するため、同一教員のクラスを対象とし、さら

に、学年による学力の伸びの差の違いを排除するため、同一学年について比較した。 

 

ここでは、A 先生が担当した、令和元年度の 5 年 B 組と、令和 2 年度の 5 年 B 組を分析

対象クラスとした。令和元年度 5 年 B 組は、紙の教科書で授業を受けたクラスであり、令

和 2 年度の 5 年 B 組はデジタル教科書で授業を受けたクラスである。 

 

これらのクラス全体と、さらに、それを学力の下位グループと上位グループに分け比較し

た。令和元年度の 5 年 B 組は、令和元年度 5 年生年度初め時点での学力レベルのクラス平

均を基準とし、令和 2 年度の 5 年 B 組は令和 2 年度 5 年生の年度初め時点での学力レベル

のクラス平均を基準として分けている。 

 

分析対象として同一教員同一学年を比較しているが、年度や児童が異なるため、比較デ

ータが等質ではない可能性がある。 

 

5 年生（埼玉県全体）の学力レベルについては、平均値の算出方法が整数で丸めた数値と

なっており、他の算出方法と異なるため、参考値とする。 
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4.2.3.2  分析①：学力の伸びの比較 

デジタル教科書で授業を受けていたクラスと、紙の教科書で授業を受けていたクラスに

ついて、学力の伸びを比較し、デジタル教科書が学力に与える影響を検証した。 

 

（1）学力の伸びの比較（全体） 

令和元年度 5 年 B 組について、令和元年度 5 年生の年度初め時点での学力レベルと令和

2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルを比較した。 

令和 2 年度 5 年 B 組について、令和 2 年度 5 年生の年度初め時点での学力レベルと令和

3 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルを比較した。 

その結果について、下記の「表 4-11 学力の伸びの比較（同一教員同一学年）」に示す。 

 

表 4-11 学力の伸びの比較（同一教員同一学年） 

 

 

 

令和元年度の学力レベルについて、令和元年度の 5 年 B 組と 5 年生（埼玉県全体）を比

較すると、5 年 B 組は 6-B+で、令和元年度の 5 年生（埼玉県全体）は 6-B となり、5 年 B

組の方がやや高い。5 年生（埼玉県全体）の学力レベルの算出方法は異なり、整数で丸めた

数値であることを考慮すると、令和元年度の 5 年 B 組と 5 年生（埼玉県全体）はほぼ同じ

と考えられる。 

 

令和 3 年度時点で令和 2 年度 5 年 B 組の学力レベルは 5 年生(埼玉県全体)より高いが、

基準となる令和 2 年度 5 年 B 組の学力レベルも高かった。 

 

令和元年度 5 年 B 組と令和 2 年度 5 年 B 組の学力の伸びを比較した結果、令和元年度 5

年 B 組の伸びは+2.4、令和 2 年度 5 年 B 組の伸びは+0.9 となり、デジタル教科書使用の
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令和 2 年度 5 年 B 組の方が伸び 1.5 ポイント小さかった。 

令和 2 年度 5 年 B 組の学力の伸びと 5 年生(埼玉県全体)の伸びを比較すると、令和 2 年

度 5 年 B 組のほうが、1.1 ポイント低い。 

令和 2 年度の学力レベルについて、令和 2 年度の 5 年 B 組と 5 年生(埼玉県全体)を比較

すると、令和 2 年度の 5 年 B 組は 7-B＋ で、5 年生（埼玉県全体）は 6-A となり、5 年 B

組の方が高い。一方、令和 3 年度を比較すると、令和 2 年度 5 年 B 組は 7-A、5 年生(埼玉

県全体)は 7-B となっており、令和 2 年度と同様に 5 年 B 組の方が高い。 

 

◆学力の伸びの分布 

令和元年度 5 年 B 組について、年度初め時点での学力レベルを基準とし、同一児童の、

令和 2 年度時点での学力の伸びの値（-5～20）ごとの人数の割合(%)を算出した。 

令和 2 年度 5 年 B 組について、年度初め時点での学力レベルを基準とし、同一児童の、

令和 3 年度時点での学力の伸びの値（-5～20）ごとの人数の割合(%)を算出した。 

その結果を下記の「図 4-6 学力の伸びの分析（同一教員同一学年）」に示す。 

 

 

図 4-6 学力の伸びの分析（同一教員同一学年） 

 

学力の伸びの分布は、なだらかな一般型（山形）である。 

令和元年度 5 年 B 組と令和 2 年度 5 年 B 組を比較する。学力の伸びの分布は、両者とも

なだらかな一般型（山形）であり、大きな差異は見られなかった。 
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（2）学力の伸びの比較（下位グループ） 

令和元年度 5 年 B 組について、下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5 年生

の年度初め時点での学力レベルと令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルを比較

した。 

令和 2 年度 5 年 B 組について、下位グループと上位グループに分け、令和 2 年度 5 年生

の年度初め時点での学力レベルと令和 3 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルを比較

した。ここでは下位グループについて述べる。 

その結果について、下記の「表 4-12 学力の伸びの比較（同一教員同一学年 下位グル

ープ）」に示す。 

 

表 4-12 学力の伸びの比較（同一教員同一学年 下位グループ） 

 

 

 

令和元年度 5 年 B 組と令和 2 年度 5 年 B 組における下位グループの学力の伸びについて

比較すると、令和元年度 5 年 B 組の学力レベルが 13.8 で、伸びは+3.8、令和 2 年度 5 年 B

組の学力レベルが 17.1 で、伸びは+1.3 であった。令和元年 5 年 B 組の方が、伸びが大き

く、令和 2 年度は伸び幅が狭くなっている。 
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◆元の学力レベルと学力の伸び 

下位グループにおいて、下記の「図 4-7 元の学力レベルと学力の伸び（同一教員同一学

年 下位グループ）」に示す。 

１つは、令和元年度 5 年 B 組年度初め時点での学力レベルを基準とし、令和 2 年度年度

初め時点での学力の伸びの図である。 

そして、令和 2 年度 5 年 B 組年度初め時点での学力レベルを基準とし、令和 3 年度年度

初め時点での学力の伸びの図である。 

図内の赤い点線は、それぞれの学力レベルの平均値を表す。赤い点線の左側が下位グル

ープとなる。 

 

 

図 4-7 元の学力レベルと学力の伸び（同一教員同一学年 下位グループ） 

 

「元の学力レベルと学力の伸び」について、令和元年の 5 年 B 組は、前述、後述のクラ

スの「元の学力レベルと学力の伸び」と概ね同じ分布となっている。一方、令和 2 年の 5 年

B 組では、伸びにばらつきが見られる。 

 

  



 

426 

 

（3）学力の伸びの比較（上位グループ） 

令和元年度 5 年 B 組について、下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5 年生

の年度初め時点での学力レベルと令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルを比較

した。 

令和 2 年度 5 年 B 組について、下位グループと上位グループに分け、令和 2 年度 5 年生

の年度初め時点での学力レベルと令和 3 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルを比較

した。 

 

その結果について、下記の「表 4-13 学力の伸びの比較（同一教員同一学年 上位グル

ープ）」に示す。 

ここでは上位グループについて述べる。 

 

表 4-13 学力の伸びの比較（同一教員同一学年 上位グループ） 

 

 

 

令和元年度 5 年 B 組と令和 2 年度 5 年 B 組における上位グループについて、令和元年度

5 年 B 組の学力レベルが 21.4 で、伸びは+2.2、令和 2 年度 5 年 B 組の学力レベルが 23.0

で、伸びは+0.7 であった。令和元年 5 年 B 組の方が、伸びが大きく、令和 2 年度は伸び幅

が狭くなっている。 
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◆元の学力レベルと学力の伸び 

上位グループにおいて、下記の「図 4-8 元の学力レベルと学力の伸び（同一教員同一学

年 上位グループ）」に示す。 

１つは、令和元年度 5 年 B 組年度初め時点での学力レベルを基準とし、令和 2 年度年度

初め時点での学力の伸びの図である。 

そして、令和 2 年度 5 年 B 組年度初め時点での学力レベルを基準とし、令和 3 年度年度

初め時点での学力の伸びの図である。 

 

図内の赤い点線は、それぞれの学力レベルの平均値を表す。赤い点線の右側が上位グル

ープとなる。 

 

図 4-8 元の学力レベルと学力の伸び（同一教員同一学年 上位グループ） 

 

令和 2 年度 5 年 B 組時点での学力レベルを基準とし、令和 3 年度時点での学力の伸びを

下図「元の学力レベルと学力の伸び」に示す。図内の赤い点線は、令和 2 年度 5 年 C 組の

学力レベルの平均値を表す。赤い点線の右側が上位グループとなる。 

 

「元の学力レベルと学力の伸び」について、令和元年の 5 年 B 組は、前述、後述のクラ

スの「元の学力レベルと学力の伸び」と概ね同じ分布となっている。一方、令和 2 年の 5 年

B 組では、伸びにばらつきが見られる。 

 

下位グループと上位グループを比較すると、全体的に、上位グループの方が学力の伸びが

小さくなる傾向がある。 
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4.2.3.3  分析②：問題区分による正答率の比較 

同一教員同一学年のデジタル教科書と紙の教科書の効果の比較において、学力テストの

問題区分ごとの正答率を比較する。対象とする問題区分は、「読むこと」とする。 

下記の「表 4-14 学力テストの問題区分（参考）」に赤枠で示す。「読むこと」は、教科

の領域の「話すこと・聞くこと・書くこと」、「読むこと」、「伝統的な言語文化と国語の

特質に関する事項」の 3 つのうちの１つである。 

 

埼玉県学力・学習状況調査では、問題区分ごとの学力レベルは算出されていないため、

ここでは正答率を使用した。また、埼玉県学力・学習状況調査で算出する「学力のレベル」

は「教科の領域等」といった問題区分ごとの「学力のレベル」を算出する設計ではないため、

あくまで参考レベルであることに留意する必要がある。 

 

表 4-14 学力テストの問題区分（参考） 
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（1）問題区分「読むこと」の比較 

デジタル教科書は、「読むこと」領域で多く活用していたこと、本文抜き出しツールの活

用による思考力の育成で活用していたことといった観点から、問題区分「読むこと」では、

紙の教科書と比べデジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説を立て検証を行った。 

 

令和元年度 5 年 B 組は、令和元年度 5 年生の年度初め時点と、同一児童の令和 2 年度 6

年生の年度初め時点での学力テストの問題区分「読むこと」の正答率と、令和 2 年度 5 年

B 組は、令和 2 年度 5 年生の年度初め時点と、同一児童の令和 3 年度 6 年生の年度初め時

点での学力テストの問題区分「読むこと」の正答率について、下記の「表 4-15 問題区分

「読むこと」の正答率（同一教員同一学年）」に示す。 

 

表 4-15 問題区分「読むこと」の正答率（同一教員同一学年） 

 

 

 

紙の教科書を主に使用していた令和元年度 5 年 B 組では、5 年生（春）と 6 年生（春）

を比較すると、「読むこと」は、10 ポイント増となった。 

デジタル教科書を主に使用していた令和 2 年度 5 年 B 組では、5 年生（春）と 6 年生（春）

を比較すると、「読むこと」は、14 ポイント減となった。 

 

問題区分「読むこと」では、紙の教科書と比べ、デジタル教科書の方が優位な結果になる

との仮説を立てたが、異なる結果となった。 

6 年生（春）の正答率を比較すると、令和 2 年度 5 年 B 組のほうが 6 ポイント少ないが、

5 年生（春）の正答率では、令和 2 年度 5 年 B 組が 18 ポイント多い。このため、デジタル

教科書使用の令和 2 年度 5 年 B 組の方が元の学力が高かったことも影響していると考えら

れる。従って、このケースでは単純な比較はできないが、少なくとも効果は見られなかった。 
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4.2.3.4  分析③：質問紙調査結果の変化の比較 

デジタル教科書で授業を受けていたクラスと、紙の教科書で授業を受けていたクラスに

ついて、質問紙調査の結果を比較し、また、学力の伸びとの相関を分析し、デジタル教科書

が学力に与える影響を検証した。相関分析に当たり、サンプルサイズに影響を受けにくい

Spearman の順位相関を使用し分析した。 

 

質問紙調査では、学習方略ごとに質問を設定している。学習方略は、「柔軟的方略」「プラ

ンニング方略」「作業方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 6 つがあ

る。対象校へのヒアリング結果により、この 6 つの学習方略のうち、「プランニング方略」

と「作業方略」はデジタル教科書による影響が少ないと予想された。これを踏まえ、「柔軟

的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 4 つの学習方略は、紙の教

科書と比較し、デジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説を立て検証を行った。 

 

◆学習方略について 

学習方略は、5 段階の尺度法で調査されている。 

回答の選択肢は、よく当てはまる（5 点）、少し当てはまる（4 点）、どちらともいえない

（3 点）、あまり当てはまらない（2 点）、全く当てはまらない（1 点）である。 

 

表 4-16 質問紙調査における学習方略と質問内容 
令和元年 10 月 29 日 埼玉県の学力向上施策の概要（埼玉県教育委員会）」より 
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◆相関について 

相関関係とは、二つのものが密接にかかわり合っていて、一方が変化すると他方も変化

するような関係のことである。一方の値が高ければ高いほど、他方の値が高くなる傾向が

あるものを正の相関という。逆に、一方の値が高ければ高いほど、他方の値が低くなる傾向

があるものを負の相関という。 

相関係数とは 2 つの変数の関係の強さを表す係数である。絶対値で１に近いほど相関が

強くなる。例えば、正の相関の場合、+１に近いほど相関が強く、負の相関の場合、-１に近

いほど相関が強くなる。相関の強弱について、下表のように示す。0.0～0.2：相関が無い、

0.2～0.4：弱い相関がある、0.4～0.7：相関がある、0.7～1.0：強い相関がある。 

 

今回の分析では、各学習方略の変化後の値と、学力の伸びの値における相関関係を比較し

た。正の相関がある場合は、学習方略の値が高い児童ほど学力の伸びが大きくなったことを

示す。負の相関がある場合は、学習方略の値が高い児童ほど学力の伸びが小さくなったこと、

もしくは、学習方略の値が低い児童ほど学力の伸びが大きくなったことを示す。 

なお、相関関係はあくまでも見た目上の数値であり、因果関係を表すものではない点に留

意が必要である。 

表 4-17 相関係数の考え方 

 

（1）学習方略と学力の伸びとの関係（全体） 

◆学習方略の変化量 

令和元年度 5 年 B 組は、令和元年度 5 年生の年度初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度初

め時点での学習方略の平均値の変化量を比較した。令和 2 年度 5 年 B 組は、令和 2 年度 5

年生の年度初め時点と令和 3 年度 6 年生の年度初め時点での学習方略の平均値の変化量を

比較した。その結果について、下記の「表 4-18 学習方略の変化量の比較（同一教員同一

学年）」に示す。ｔ検定において有意差は確認できなかった。 

 

表 4-18 学習方略の変化量の比較（同一教員同一学年） 
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変化量は全体的に下がる傾向となっている。しかし、令和元年度 5 年 B 組に比べ、デジ

タル教科書使用の令和 2 年度 5 年 B 組は、学習方略の変化量が上回っている。さらに、令

和元年度 5 年 B 組の令和 2 年度年度初め時点でのポイントと、令和 2 年度 5 年 B 組の令和

3 年度年度初め時点でのポイントを比較すると後者の方が高くなっている。 

◆学習方略と学力の伸びの相関 

令和元年度 5 年 B 組は、令和元年度 5 年生の年度初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度初

め時点での学力レベルの伸びと、令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学習方略のポイン

トとの相関係数を求めた。 

令和 2 年度 5 年 B 組は、令和 2 年度 5 年生の年度初め時点と令和 3 年度 6 年生の年度初

め時点での学力レベルの伸びと、令和 3 年度 6 年生の年度初め時点での学習方略のポイン

トとの相関係数を求めた。 

その結果を下記の「表 4-19 学力の伸びと学習方略の相関（同一教員同一学年）」に示す。 

表 4-19 学力の伸びと学習方略の相関（同一教員同一学年） 

 

 

令和元年度 5 年 B 組(紙)と令和 2 年度 5 年 B 組(デジタル)の相関係数を比較すると、「柔

軟的方略」の令和元年度 5 年 B 組が-0.0160 で相関なし、令和 2 年度 5 年 B 組が 0.4638 で

正の相関ありとなる。デジタル教科書を使った令和 2 年度 5 年 B 組は紙の教科書を使った

クラスより、相関係数が大きくなっている。 

これは、ヒアリングでは、A 先生が「デジタル教科書は学習の敷居を下げる効果があり、

有効だった。」と回答しており、合致すると考えられる。 

 

「人的リソース」の令和元年度 5 年 B 組の相関係数は 0.2808 で弱い正の相関、令和 2 年

度 5 年 B 組の相関係数は 0.5190 で正の相関ありとなる。デジタル教科書を使った令和 2

年度 5 年 B 組は紙の教科書を使ったクラスより、相関係数が大きくなっている。 

これは、ヒアリングにより A 先生が「協働作業が円滑に行なえることで、児童間のやり

取りが増え、デジタル教科書は有効だった」と回答しており、合致すると考えられる。 

 

「認知的方略」の令和元年度 5 年 B 組の相関係数は 0.1166 で相関なし、令和 2 年度 5 年

B 組の相関係数は 0.6548 で正の相関ありとなる。デジタル教科書を使った令和 2 年度 5 年

B 組は紙の教科書を使ったクラスより、相関係数が大きくなっている。 

これは、ヒアリングによる A 先生の回答「特に説明文の授業において、デジタルの学習

履歴が有効だった。」と、合致すると考えられる。 

 

「努力調整方略」の令和元年度 5 年 B 組の相関係数は 0.2605 で弱い正の相関、令和 2 年

度 5 年 B 組の相関係数は 0.6428 で正の相関ありとなる。デジタル教科書を使った令和 2

年度 5 年 B 組は紙の教科書を使ったクラスより、相関係数が大きくなっている。 

これは、ヒアリングによる A 先生の回答「デジタル教科書は学習の敷居を下げる効果が
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あり、有効だった。」と、合致すると考えられる。 

 

「柔軟的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 4 つの学習方略は、

紙の教科書と比較し、デジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説について、仮説と同

様の結果となった。 

（2）学習方略と学力の伸びとの関係（下位グループ） 

◆学習方略の変化量 

令和元年度 5 年 B 組は、下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5 年生の年度

初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学習方略の平均値の変化量を比較した。

令和 2 年度 5 年 B 組は、令和 2 年度 5 年生の年度初め時点と令和 3 年度 6 年生の年度初め

時点での学習方略の平均値の変化量を比較した。その結果について、下記の「表 4-20 学

習方略の変化量の比較（同一教員同一学年 下位グループ）」に示す。ここでは下位グルー

プについて述べる。ピンクで色付けしたセルは、ｔ検定により、変化量に有意差が見られ

る箇所となる。 

表 4-20 学習方略の変化量の比較（同一教員同一学年 下位グループ） 

 

 

下位グループも全体と同様に変化量は全体的に下がる傾向となっている。 

一方、令和元年度 5 年 B 組に比べ、デジタル教科書使用の令和 2 年度 5 年 B 組は、学習

方略の変化量が上回っている。さらに、令和元年度 5 年 B 組の令和 2 年度年度初め時点で

のポイントと、令和 2 年度 5 年 B 組の令和 3 年度年度初め時点でのポイントを比較すると

後者の方が高くなっている。 

但し、令和 2 年度 5 年 B 組の変化量はｔ検定において有意差は確認できなかった。 

 

◆学習方略と学力の伸びの相関 

令和元年度 5 年 B 組は、下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5 年生の年度

初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルの伸びと、令和 2 年度 6 年生

の年度初め時点での学習方略のポイントとの相関係数を求めた。 

令和 2 年度 5 年 B 組は、下位グループと上位グループに分け、令和 2 年度 5 年生の年度

初め時点と令和 3 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルの伸びと、令和 3 年度 6 年生

の年度初め時点での学習方略のポイントとの相関係数を求めた。 

ここでは下位グループについて述べる。 

その結果について、次ページの「表 4-21 学力の伸びと学習方略の相関（同一教員同一

学年 下位グループ）」に示す。 
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表 4-21 学力の伸びと学習方略の相関（同一教員同一学年 下位グループ） 

 

 

令和元年度 5 年 B 組(紙)と令和 2 年度 5 年 B 組(デジタル)の相関係数を比較すると、「柔

軟的方略」の令和元年度 5 年 B 組が 0.2460 で弱い正の相関あり、令和 2 年度 5 年 B 組が

0.3654 で弱い正の相関ありとなる。デジタル教科書を使った令和 2 年度 5 年 B 組は紙の教

科書を使ったクラスより、相関係数が大きくなっている。 

これは、ヒアリングによりA先生は「デジタル教科書は学習の敷居を下げる効果があり、

有効だった。」と回答しており、合致すると考えられる。 

 

「人的リソース」の令和元年度 5 年 B 組の相関係数は 0.6317 で正の相関あり、令和 2 年

度 5 年 B 組の相関係数は 0.4499 で正の相関ありとなる。但し、デジタル教科書を使った令

和 2 年度 5 年 B 組は紙の教科書を使ったクラスより、相関係数が小さくなっている。 

これは、ヒアリングにより A 先生は「協働作業が円滑に行なえることで、児童間のやり

取りが増え、デジタル教科書は有効だった」と回答している。しかし、デジタル教科書を使

った 5 年 B 組は紙の教科書を使ったクラスより、相関係数が小さくなっており、A 先生の

回答と異なる。下位グループの児童にとっては、紙の教科書と比べ、デジタル教科書は、共

同作業が円滑に行えるほど使いこなせていなかった可能性も考えられる。とはいえ、デジタ

ル教科書使用のクラスも正の相関となっていることに変わりない。 

 

「認知的方略」の令和元年度 5 年 B 組の相関係数は 0.1766 で相関なし、令和 2 年度 5 年

B 組の相関係数は 0.4187 で正の相関ありとなる。デジタル教科書を使った令和 2 年度 5 年

B 組は紙の教科書を使ったクラスより、相関係数が大きくなっている。 

これは、ヒアリングによる A 先生の回答「特に説明文の授業において、デジタルの学習

履歴が有効だった。」と合致すると考えられる。 

 

「努力調整方略」の令和元年度 5 年 B 組の相関係数は 0.0110 相関なし、令和 2 年度 5 年

B 組の相関係数は 0.4262 で正の相関ありとなる。デジタル教科書を使った令和 2 年度 5 年

B 組は紙の教科書を使ったクラスより、相関係数が大きくなっている。 

これは、ヒアリングによる A 先生の回答「デジタル教科書は学習の敷居を下げる効果が

あり、有効だった。」と、合致すると考えられる。 

 

「柔軟的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 4 つの学習方略は、

紙の教科書と比較し、デジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説に対し、「柔軟的方

略」「認知的方略」「努力調整方略」の 3 つの学習方略は、仮説と同様の結果となった。一

方、「人的リソース方略」については、紙の教科書の方が優位であった。しかし、デジタル

教科書も正の相関となっている。  
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（3）学習方略と学力の伸びとの関係（上位グループ） 

◆学習方略の変化量 

令和元年度 5 年 B 組は、下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5 年生の年度

初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学習方略の平均値の変化量を比較した。

令和 2 年度 5 年 B 組は、令和 2 年度 5 年生の年度初め時点と令和 3 年度 6 年生の年度初め

時点での学習方略の平均値の変化量を比較した。その結果について、下記の「表 4-22 学

習方略の変化量の比較（同一教員同一学年 上位グループ）」に示す。ここでは上位グルー

プについて述べる。ピンクで色付けしたセルは、ｔ検定により、変化量に有意差が見られ

る箇所となる。 

 

表 4-22 学習方略の変化量の比較（同一教員同一学年 上位グループ） 

 

 

上位グループも、全体及び下位グループと同様に変化量は全体的に下がる傾向となって

いるが、令和元年度 5 年 B 組に比べ、令和 2 年度 5 年 B 組は、学習方略の変化量が上回っ

ている。さらに、令和元年度 5 年 B 組の令和 2 年度年度初め時点でのポイントと、令和 2

年度 5 年 B 組の令和 3 年度年度初め時点でのポイントを比較すると後者の方が高くなって

いる。ただし、令和 2 年度 5 年 B 組の変化量はｔ検定において有意差は確認できなかった。 

 

◆学習方略と学力の伸びの相関 

令和元年度 5 年 B 組は、下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5 年生の年度

初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルの伸びと、令和 2 年度 6 年生

の年度初め時点での学習方略のポイントとの相関係数を求めた。 

令和 2 年度 5 年 B 組は、下位グループと上位グループに分け、令和 2 年度 5 年生の年度

初め時点と令和 3 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルの伸びと、令和 3 年度 6 年生

の年度初め時点での学習方略のポイントとの相関係数を求めた。 

ここでは上位グループについて述べる。 

 

その結果について、次のページの「表 4-23 学力の伸びと学習方略の相関（同一教員同

一学年 上位グループ）」に示す。 
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表 4-23 学力の伸びと学習方略の相関（同一教員同一学年 上位グループ） 

 

 

令和元年度 5 年 B 組(紙)と令和 2 年度 5 年 B 組(デジタル)の相関係数を比較すると、「柔

軟的方略」の令和元年度 5 年 B 組が 0.1703 で相関なし、令和 2 年度 5 年 B 組が 0.4582 で

正の相関ありとなる。デジタル教科書を使った和 2 年度 5 年 B 組の方が紙の教科書を使っ

たクラスより、相関係数が大きくなっている。 

これは、ヒアリングによりA先生は「デジタル教科書は学習の敷居を下げる効果があり、

有効だった。」と回答しており、合致すると考えられる。 

 

「人的リソース」の令和元年度 5 年 B 組の相関係数は 0.2624 で弱い正の相関あり、令和

2 年度 5 年 B 組の相関係数は 0.4409 で正の相関ありとなる。デジタル教科書を使った令和

2 年度 5 年 B 組は紙の教科書を使ったクラスより、相関係数が大きくなっている。 

これは、ヒアリングにより A 先生は「協働作業が円滑に行なえることで、児童間のやり

取りが増え、デジタル教科書は有効だった」と回答しており、合致すると考えられる。 

 

「認知的方略」の令和元年度 5 年 B 組の相関係数は 0.4774 で正の相関あり、令和 2 年

度 5 年 B 組の相関係数は 0.7110 で強い正の相関ありとなる。デジタル教科書を使った令和

2 年度 5 年 B 組は紙の教科書を使ったクラスより、相関係数が大きくなっている。 

これは、ヒアリングによる A 先生の回答「特に説明文の授業において、デジタルの学習

履歴が有効だった。」と合致すると考えられる。 

 

「努力調整方略」の令和元年度 5 年 B 組の相関係数は 0.6326 で正の相関あり、令和 2 年

度 5 年 B 組の相関係数は 0.6807 で正の相関ありとなる。デジタル教科書を使った令和 2 年

度 5 年 B 組は紙の教科書を使ったクラスと、相関係数はほぼ同じとなっている。 

ヒアリングによる A 先生の回答では、「デジタル教科書は学習の敷居を下げる効果があり、

有効だった。」となっているが、上位グループの児童においては、紙の教科書と同程度の効

果と感じている可能性がある。 

「柔軟的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 4 つの学習方略は、

紙の教科書と比較し、デジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説に対し、「柔軟的方

略」「人的リソース方略」「認知的方略」の 3 つの学習方略は、仮説と同様の結果となった。

一方、「努力調整方略」については、紙の教科書とほぼ同じとなり、紙の教科書とデジタル

教科書の両方とも正の相関となっている。 
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4.2.3.5  分析結果の考察 

（1）学力の伸びについての考察 

紙の教科書を使用した令和元年度 5 年 B 組とデジタル教科書を使用した令和 2 年度 5 年

B 組の学力の伸びを比較した結果、令和元年度 5 年 B 組の伸びは+2.4、令和 2 年度 5 年 B

組の伸びは+0.9 となり、デジタル教科書使用の令和 2 年度 5 年 B 組の方が、伸びが小さか

った。 

上記の結果について、紙の教科書を使用した令和元年度の児童に比べて、デジタル教科書

を使用した令和 2 年度の児童の方が元の学力が高かったことも影響していると考えられる。

元の学力が高くても正の変化があったことから、学力への影響の面では、デジタル教科書を

用いても、紙の教科書と同等以上の教育上の効果が得られていると考えられる。 

 

（2）問題区分「読むこと」についての考察 

紙の教科書を使用した令和元年度 5 年 B 組では、5 年生（春）と 6 年生（春）の正答率

を比べると、10 ポイント増となった。 

デジタル教科書を使用した令和 2 年度 5 年 B 組では、5 年生（春）と 6 年生（春）の正

答率を比べると、14 ポイント減となった。 

単純に比較すると、問題区分「読むこと」では、デジタル教科書と比べ紙の教科書の方が

優位な結果になった。 

ただし 6 年生（春）の正答率を比較すると、令和 2 年度 5 年 B 組のほうが 6 ポイント少

ないが、5 年生（春）の正答率を比較すると、令和 2 年度 5 年 B 組が 18 ポイント多い。こ

のため、デジタル教科書使用の令和 2 年度 5 年 B 組の方が元の学力が高かったことも影響

していると考えられる。従って、このケースでは単純な比較はできないが、少なくともデジ

タル教科書特有の効果は見られなかった。 

 

（3）学習方略と学力の伸びとの関係についての考察 

同一教員同一学年のクラス全体において、「柔軟的方略」「人的リソース方略」「認知的方

略」「努力調整方略」の 4 つの学習方略は、紙の教科書と比較し、デジタル教科書の方が優

位な結果になるとの仮説どおりの結果となった。 

ただし、下位グループの「人的リソース方略」のみ、紙の教科書の方より、弱い相関とな

っている。下位グループの児童にとっては、紙の教科書と比べ、デジタル教科書は、共同作

業が円滑に行えるほど使いこなせていなかった可能性も考えられる。 
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4.2.4   同一教員同一児童におけるデジタル教科書と紙の教科書の効果の比較 

同一教員同一児童によるデジタル教科書と紙の教科書の効果について、 

「学力の伸び」、「問題区分による正答率」そして「質問紙調査結果の変化」の３つの観点

から比較し示す。 

 

4.2.4.1  分析対象クラスの範囲 

教員ごとの指導力の差による影響を排除するため、同一教員のクラスを対象とし、さら

に、児童ごとの学力の伸びの差を排除するため、同一児童を対象として比較した。 

 

ここでは、B 先生が担当した、令和元年度 5 年 C 組と、令和 2 年度の 6 年生のうち令和

元年度 5 年 C 組だった児童を、分析対象クラスとした。令和元年度 5 年 C 組は、紙の教科

書で授業を受けたクラスであり、令和 2 年度 6 年生は全クラスともデジタル教科書で授業

を受けたクラスである。 

 

これらのクラス全体と、さらに、それを学力の下位グループと上位グループに分け比較し

た。令和元年度 5 年 C 組は、令和元年度 5 年生年度初め時点での学力レベルのクラス平均

を基準とし、令和 2 年度の 6 年生のうち令和元年度 5 年 C 組だった児童は令和 2 年度 6 年

生の年度初め時点での学力レベルのクラス平均を基準として分けている。 

 

分析対象として同一教員同一児童を比較しているが、年度や学年が異なるため、比較デ

ータが等質ではない可能性がある。 

 

5 年生（埼玉県全体）の学力レベルについては、平均値の算出方法が整数で丸めた数値と

なっており、他の算出方法と異なるため、参考値とする。 
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4.2.4.2  分析①：学力の伸びの比較 

デジタル教科書で授業を受けていたクラスと、紙の教科書で授業を受けていたクラスに

ついて、学力の伸びを比較し、デジタル教科書が学力に与える影響を検証した。 

（1）学力の伸びの比較（全体） 

令和元年度 5 年 C 組について、令和元年度 5 年生の年度初め時点での学力レベルと令和

2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルを比較した。 

令和 2 年度の 6 年生のうち令和元年度 5 年 C 組だった児童について、令和 2 年度 6 年生

の年度初め時点での学力レベルと令和 3 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルを比較

した。 

その結果について、下記の「表 4-24 学力の伸びの比較（同一教員同一児童）」に示す。 

 

表 4-24 学力の伸びの比較（同一教員同一児童） 

 

 

令和元年度の学力レベルについて、令和元年度の 5 年生（埼玉県全体）と 5 年 C 組を比

較すると、令和元年度の 5 年生（埼玉県全体）は 6-B で、5 年 C 組は 6-C+となり、5 年 C

組の方がやや高い。一方、令和 2 年度を比較すると、5 年生（埼玉県全体）は、7-B で 5 年

C 組は 7-B+となっている。この結果より、5 年 C 組の方が伸びが大きいことがわかる。 

 

令和 2 年度の学力レベルについて、令和 2 年度の 6 年生(埼玉県全体)と令和 2 年度 6 年

生(元 5 年 C 組)を比較すると、令和 2 年度の 6 年生（埼玉県全体）は 7-B で、令和 2 年度

6 年生(元 5 年 C 組)は 7-B+となっている。一方、令和 3 年度を比較すると、6 年生(埼玉県

全体)は 8-C、令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)は、8-B+となっている。この結果より、令和

2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)の方が伸びが大きいことがわかる。 

 

令和元年度 5 年 C 組と令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)の学力の伸びを比較した結果、伸
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びは+3.8、令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)の伸びは+2.9 となり、令和元年度 5 年 C 組の方

が伸びが 0.9 ポイント大きかった。 

 

令和元年度の 5 年生（埼玉県全体）と令和 2 年度の 6 年生（埼玉県全体）の伸びを比較

すると、令和元年度の 5 年生（埼玉県全体）の方が 1 ポイント大きい。 

このことから、5 年 C 組の伸びの経年比較と、埼玉県全体の伸びの経年比較の結果はほ

ぼ同じとなる。 

 

一方、令和元年度 5 年 C 組の方が、基準となる時点での学力レベルは低かった。 

 

◆学力の伸びの分布 

令和元年度 5 年 C 組について、年度初め時点での学力レベルを基準とし、同一児童の、

令和 2 年度時点での学力の伸びの値（-5～20）ごとの人数の割合(%)を算出した。 

令和 2 年度 6 年生のうち令和元年度 5 年 C 組だった児童について、令和 2 年度の年度初

め時点での学力レベルを基準とし、同一児童の、令和 3 年度時点での学力の伸びの値（-5

～20）ごとの人数の割合(%)を算出した。 

 

その結果を下記の「図 4-9 学力の伸びの分布（同一教員同一児童）」に示す。 

 

 

図 4-9 学力の伸びの分布（同一教員同一児童） 

 

学力の伸びの分布は、デジタル教科書も紙の教科書ともに、ややくし歯型の傾向が見ら

れるが、大きく見ると一般型（山型）の分布となり、大きな差異は見られなかった。 
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（2）学力の伸びの比較（下位グループ） 

令和元年度 5 年 C 組について、下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5 年生

の年度初め時点での学力レベルと令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルを比較

した。 

令和 2 年度 6 年生のうち令和元年度 5 年 C 組だった児童について、下位グループと上位

グループに分け、令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルと令和 3 年度中学 1 年

生の年度初め時点での学力レベルを比較した。ここでは下位グループについて述べる。 

 

その結果について、下記の「表 4-25 学力の伸びの比較（同一教員同一児童 下位グル

ープ）」に示す。 

 

 

表 4-25 学力の伸びの比較（同一教員同一児童 下位グループ） 

 

 

 

令和元年度 5 年 C 組と令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組) における下位グループの学力の

伸びについて比較すると、令和元年度 5 年 C 組の伸びは+5.7、令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C

組)の伸びは+4.8 で、紙の教科書使用の令和元年 5 年 C 組の方が、伸びが 0.9 ポイント大き

くなっている。 

 

令和元年度の 5 年生（埼玉県全体）と令和 2 年度の 6 年生（埼玉県全体）の伸びを比較

すると、令和元年度の 5 年生（埼玉県全体）の方が 1 ポイント大きい。 

 

上記より、それぞれの伸びの差はほぼ同じとなり、デジタル教科書を用いても、紙の教科

書と同等以上の教育上の効果を得られると考えられる。 
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◆元の学力レベルと学力の伸び 

下位グループにおいて、下記の「図 4-10 元の学力レベルと学力の伸び（同一教員同一

児童 下位グループ）」に示す。 

１つは、令和元年度 5 年 C 組時点での学力レベルを基準とし、令和 2 年度時点での学力

の伸びの図である。 

そして、令和 2 年度 6 年生のうち令和元年度 5 年 C 組だった児童の令和 2 年度時点での

学力レベルを基準とし、令和 3 年度時点での学力の伸びの図である。 

 

図内の赤い点線は、それぞれの学力レベルの平均値を表す。赤い点線の左側が下位グル

ープとなる。 

 

 

図 4-10 元の学力レベルと学力の伸び（同一教員同一児童 下位グループ） 

 

「元の学力レベルと学力の伸び」について、令和元年度の 5 年 C 組と令和 2 年度の 6 年

生それぞれの下位グループでは、分布に大きな差は見られなかった。 
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（3）学力の伸びの比較（上位グループ） 

令和元年度 5 年 C 組について、下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5 年生

の年度初め時点での学力レベルと令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルを比較

した。 

令和 2 年度 6 年生のうち令和元年度 5 年 C 組だった児童について、下位グループと上位

グループに分け、令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルと令和 3 年度中学 1 年

生の年度初め時点での学力レベルを比較した。ここでは上位グループについて述べる。 

その結果について、下記の「表 4-26 学力の伸びの比較（同一教員同一児童 上位グル

ープ）」に示す。 

 

表 4-26 学力の伸びの比較（同一教員同一児童 上位グループ） 

 

 

 

令和元年度 5 年 C 組と令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組) における上位グループの学力の

伸びについて比較すると、令和元年度 5 年 C 組の伸びは+1.9、令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C

組)の伸びは+1.5 で、令和元年 5 年 C 組の方が伸びが 0.4 ポイント大きくなっている。 

 

前述の全体及び下位グループでの伸びの差は、令和元年 5 年 C 組の方が 0.9 ポイント大

きかったが、上位グループでは、令和元年 5 年 C 組の方が 0.4 ポイント大きくなっており、

0.5 ポイント差が縮まっている。 

 

令和元年度の 5 年生（埼玉県全体）と令和 2 年度の 6 年生（埼玉県全体）の伸びを比較

すると、令和元年度の 5 年生（埼玉県全体）の方が 1 ポイント大きい。これを基準として

考えると、デジタル教科書使用クラスの上位グループでは、デジタル教科書を用いることで、

教育上の効果があったと考えられる。 

 

  



 

444 

 

◆元の学力レベルと学力の伸び 

上位グループにおいて、下記の「図 4-11 元の学力レベルと学力の伸び（同一教員同一

児童 上位グループ）」に示す。 

１つは、令和元年度 5 年 C 組時点での学力レベルを基準とし、令和 2 年度時点での学力

の伸びの図である。 

そして、令和 2 年度 6 年生のうち令和元年度 5 年 C 組だった児童の令和 2 年度時点での

学力レベルを基準とし、令和 3 年度時点での学力の伸びの図である。 

図内の赤い点線は、それぞれの学力レベルの平均値を表す。赤い点線の右側が上位グル

ープとなる。 

 

図 4-11 元の学力レベルと学力の伸び（同一教員同一児童 上位グループ） 

 

「元の学力レベルと学力の伸び」について、令和元年度の 5 年 C 組と令和 2 年度の 6 年

生それぞれの上位グループでは、令和元年度の 5 年 C 組が谷型なのに対し、令和 2 年度の

6 年生は山型となっている。 

 

4.2.4.3  下位グループと上位グループを比較すると、全体的に、上位グループの方が学力

の伸びが小さくなる傾向がある。分析②：問題区分による正答率の比較 

同一教員同一学年のデジタル教科書と紙の教科書の効果の比較において、学力テストの

問題区分ごとの正答率を比較する。対象とする問題区分は、「読むこと」とする。 

下記の「表 4-27 学力テストの問題区分（参考）」に赤枠で示す。「読むこと」は、教科

の領域の「話すこと・聞くこと・書くこと」、「読むこと」、「伝統的な言語文化と国語の
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特質に関する事項」の 3 つのうちの１つである。 

 

埼玉県学力・学習状況調査では、問題区分ごとの学力レベルは算出されていないため、

ここでは正答率を使用した。また、埼玉県学力・学習状況調査で算出する「学力のレベル」

は「教科の領域等」といった問題区分ごとの「学力のレベル」を算出する設計ではないため、

あくまで参考レベルであることに留意する必要がある。 

 

表 4-27 学力テストの問題区分（参考） 
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（1）問題区分「読むこと」の比較 

デジタル教科書は、「読むこと」領域で多く活用していたこと、本文抜き出しツールの活

用による思考力の育成で活用していたことといった観点から、問題区分「読むこと」では、

紙の教科書と比べデジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説を立て検証を行った。 

 

令和元年度 5 年 C 組は、令和元年度 5 年生の年度初め時点と、同一児童の令和 2 年度 6

年生の年度初め時点と、令和 3 年度中学 1 年生の年度初めでの学力テストの問題区分「読

むこと」の正答率について、下記の「表 4-28 問題区分「読むこと」の正答率（同一教員

同一児童）」に示す。 

 

表 4-28 問題区分「読むこと」の正答率（同一教員同一児童） 

 

 

 

「読むこと」について、令和元年度と令和 2 年度を比較すると、12 ポイント増、令和 2

年度と令和 3 年度を比較すると 10 ポイント増となっており、紙の教科書をしたクラスのほ

うが正答率は増加している。 

 

正答数は、令和元年度(5 年生)が 9 問中 4.6、令和 2 年度(6 年生)が 9 問中 5.8、令和 3 年

年度(中学１年生)が 8 問中 5.9 であり、デジタル教科書を使用したクラスの方が高い。 

 

紙の教科書と比べデジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説とは異なり、デジタ

ル教科書使用のクラスの正答率の差はやや小さい。 

 

しかし、基準となる令和元年度(5 年生)の正答率が 52％で、令和 2 年度(6 年生)が 64％と

なっており、紙の教科書使用のクラスの伸び代が大きかったことが、正答率の差に影響を与

えた可能性がある。 

デジタル教科書使用クラスについて、令和 3 年度(中学１年生)の問題数は令和 2 年度（6

年生）より 1 問少なくなっているが、正答数は 0.1 高くなっている。 
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4.2.4.4  分析③：質問紙調査結果の変化の比較 

デジタル教科書で授業を受けていたクラスと、紙の教科書で授業を受けていたクラスに

ついて、質問紙調査の結果を比較し、また、学力の伸びとの相関を分析し、デジタル教科

書が学力に与える影響を検証した。相関分析に当たり、サンプルサイズに影響を受けにく

い Spearman の順位相関を使用し分析した。 

 

質問紙調査では、学習方略ごとに質問を設定している。学習方略は、「柔軟的方略」「プ

ランニング方略」「作業方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 6 つが

ある。対象校へのヒアリング結果により、この 6 つの学習方略のうち、「プランニング方

略」と「作業方略」はデジタル教科書による影響が少ないと予想された。これを踏まえ、「柔

軟的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 4 つの学習方略は、紙の

教科書と比較し、デジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説を立て検証を行った。 

 

◆学習方略 

学習方略は、5 段階の尺度法で調査されている。 

回答の選択肢は、よく当てはまる（5 点）、少し当てはまる（4 点）、どちらともいえない

（3 点）、あまり当てはまらない（2 点）、全く当てはまらない（1 点）である。 

 

表 4-29 質問紙調査における学習方略と質問内容 
令和元年 10 月 29 日 埼玉県の学力向上施策の概要（埼玉県教育委員会）」より 
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◆相関について 

相関関係とは、二つのものが密接にかかわり合っていて、一方が変化すると他方も変化

するような関係のことである。一方の値が高ければ高いほど、他方の値が高くなる傾向が

あるものを正の相関という。逆に、一方の値が高ければ高いほど、他方の値が低くなる傾向

があるものを負の相関という。 

相関係数とは 2 つの変数の関係の強さを表す係数である。絶対値で１に近いほど相関が

強くなる。例えば、正の相関の場合、+１に近いほど相関が強く、負の相関の場合、-１に近

いほど相関が強くなる。相関の強弱について、下表のように示す。0.0～0.2：相関が無い、

0.2～0.4：弱い相関がある、0.4～0.7：相関がある、0.7～1.0：強い相関がある。 

 

今回の分析では、各学習方略の変化後の値と、学力の伸びの値における相関関係を比較し

た。正の相関がある場合は、学習方略の値が高い児童ほど学力の伸びが大きくなったことを

示す。負の相関がある場合は、学習方略の値が高い児童ほど学力の伸びが小さくなったこと、

もしくは、学習方略の値が低い児童ほど学力の伸びが大きくなったことを示す。 

なお、相関関係はあくまでも見た目上の数値であり、因果関係を表すものではない点に留

意が必要である。 

 

表 4-30 相関係数の考え方 
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（1）学習方略と学力の伸びとの関係（全体） 

◆学習方略の変化量 

令和元年度 5 年 C 組は、令和元年度 5 年生の年度初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度初

め時点での学習方略の平均値の変化量を比較した。令和 2 年度の 6 年生のうち令和元年度

5 年 C 組だった児童は、令和 2 年度 6 年生の年度初め時点と令和 3 年度中学 1 年生の年度

初め時点での学習方略の平均値の変化量を比較した。その結果について、下記の「表 4-31 

学習方略の変化の比較（同一教員同一児童）」に示す。ｔ検定において有意差は確認できな

かった。 

 

表 4-31 学習方略の変化の比較（同一教員同一児童） 

 

 

令和元年度 5 年 C 組の年度初め時点と比べ、令和 2 年度 6 年生時では、４つの学習方略

とも変化量が上回っている。 

 

紙の教科書使用のクラスと比較し、デジタル教科書使用のクラスの変化量は、「柔軟的方

略」は 0.1 ポイント大きく、「人的リソース方略」は、0.4 ポイント大きく、「認知的方略」

は、0.5 ポイント大きく、「努力調整方略」は、0.2 ポイント大きくなっている。 

 

◆学習方略と学力の伸びの相関 

令和元年度 5 年 C 組は、令和元年度 5 年生の年度初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度初

め時点での学力レベルの伸びと、令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学習方略のポイン

トとの相関係数を求めた。 

また、令和 2 年度の 6 年生のうち令和元年度 5 年 C 組だった児童は、令和 2 年度 6 年生

の年度初め時点と令和 3 年度中学 1 年生の年度初め時点での学力レベルの伸びと、令和 3

年度 6 年生の年度初め時点での学習方略のポイントとの相関係数を求めた。 

その結果について、下記の「表 4-32 学力の伸びと学習方略の相関（同一教員同一児童）」

に示す。 

表 4-32 学力の伸びと学習方略の相関（同一教員同一児童） 
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令和元年度 5 年 C 組と令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)の相関係数を比較すると、「柔軟

的方略」の令和元年度 5 年 C 組が 0.1567 で相関なし、令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)が

0.116１で相関なしとなり、両者の相関係数はほぼ同じ数値である。 

これは、ヒアリングによる B 先生の回答「デジタル教科書が及ぼした影響はあまり感じ

られなかった。」と合致すると考えられる。 

 

「人的リソース」の令和元年度 5 年 C 組の相関係数は、0.0060 で相関なし、令和 2 年度

6 年生（元 5 年 C 組）の相関係数は 0.2901 で弱い正の相関ありとなり、令和 2 年度 6 年生

(元 5 年 C 組)の方が相関係数は大きくなっている。 

これは、ヒアリングにより B 先生は「協働作業が円滑に行なえることで、児童間のやり

取りが増え、デジタル教科書は有効だった」と回答しており、合致すると考えられる。 

 

「認知的方略」の令和元年度 5 年 C 組と令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)の相関係数を比

較すると、令和元年度 5 年 C 組が-0.3480 で弱い負の相関あり、令和 2 年度 6 年生(元 5 年

C 組)が 0.2486 で弱い正の相関ありとなり、令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)の方が、相関

係数が大きくなっている。 

これは、ヒアリングによる B 先生の回答「視覚的な補助がかなりあるので、学力の低い

児童には有効だった。」と合致すると考えられる。ただし、学力の低い児童に有効という

ことで、学力上位の児童も含む、クラス全体では、やや小さくなっていると考えられる。 

 

「努力調整方略」の令和元年度 5 年 C 組の相関係数は、0.0295 で相関なし、令和 2 年度

6 年生（元 5 年 C 組）の相関係数は、-0.3305 で弱い負の相関となり、令和 2 年度 6 年生

(元 5 年 C 組)の方が小さくなっている。 

これは、ヒアリングによる B 先生の回答「文字を書く手間が省ける、探すのが楽という

特定の点においては、国語に取り組む敷居が下がるので有効だった」とは異なる。“特定

の点”という限定的であり、大多数の児童にはあまり有効ではなく、打ち消された可能性

がある。 

 

「柔軟的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 4 つの学習方略は、

紙の教科書と比較し、デジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説に対し、「人的リソ

ース方略」「認知的方略」の 2 つは同様の結果となった。 

 

一方、「柔軟的方略」「努力調整方略」は、紙の教科書の方が優位な結果となっている。こ

れは、ヒアリングによる B 先生の回答「デジタル教科書が及ぼした影響はあまり感じられ

なかった。」と合致すると考えられる。 

 

（2）学習方略と学力の伸びとの関係（下位グループ） 

◆学習方略の変化量 

令和元年度 5 年 C 組は、下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5 年生の年度

初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学習方略の平均値の変化量を比較した。 
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また、令和 2 年度の 6 年生のうち令和元年度 5 年 C 組だった児童は、下位グループと上

位グループに分け、令和 2 年度 6 年生の年度初め時点と令和 3 年度中学 1 年生の年度初め

時点での学習方略の平均値の変化量を比較した。 

その結果について、下記の「表 4-33 学習方略の変化の比較（同一教員同一児童 下位

グループ）」に示す。ここでは下位グループについて述べる。 

ｔ検定において有意差は確認できなかった。 

 

表 4-33 学習方略の変化の比較（同一教員同一児童 下位グループ） 

 

 

下位グループも全体と同様に、令和元年度 5 年 C 組の時と比べ、令和 2 年度 6 年生時

で、４つの学習方略とも変化量が上回った。 

 

紙の教科書使用のクラスと比較し、デジタル教科書使用のクラスの変化量は、「柔軟的

方略」は 0.6 ポイント大きく、「人的リソース方略」は、0.8 ポイント大きく、「認知的方

略」は、1.1 ポイント大きく、「努力調整方略」は、0.1 ポイント大きくなっている。 

 

◆学習方略と学力の伸びの相関 

令和元年度 5 年 C 組は、下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5 年生の年度

初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルの伸びと、令和 2 年度 6 年生

の年度初め時点での学習方略のポイントとの相関係数を求めた。 

また、令和 2 年度の 6 年生のうち令和元年度 5 年 C 組だった児童は、下位グループと上

位グループに分け、令和 2 年度 6 年生の年度初め時点と令和 3 年度中学１年生の年度初め

時点での学力レベルの伸びと、令和 3 年度 6 年生の年度初め時点での学習方略のポイント

との相関係数を求めた。ここでは下位グループについて述べる。 

 

その結果について、次ページの「表 4-34 学力の伸びと学習方略の相関（同一教員同一

児童 下位グループ）」に示す。 
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表 4-34 学力の伸びと学習方略の相関（同一教員同一児童 下位グループ） 

 

 

令和元年度 5 年 C 組と令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)の相関係数を比較すると、「柔軟

的方略」の令和元年度 5 年 C 組が-0.2252 で弱い負の相関あり、令和 2 年度 6 年生(元 5 年

C 組)が 0.0717 で相関なしとなる。令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)の方が相関係数は大き

くなっているが相関なしの結果となっている。 

これは、ヒアリングによる B 先生の回答「デジタル教科書が及ぼした影響はあまり感じ

られなかった。」と合致すると考えられる。 

 

「人的リソース」の令和元年度 5 年 C 組の相関係数は、-0.1259 で相関なし、令和 2 年

度 6 年生(元 5 年 C 組)の相関係数は 0.5305 で正の相関ありとなり、令和 2 年度 6 年生(元

5 年 C 組)の方が相関係数は大きくなっている。 

これは、ヒアリングにより B 先生は「協働作業が円滑に行なえることで、児童間のやり

取りが増え、デジタル教科書は有効だった」と回答しており、合致すると考えられる。 

 

「認知的方略」の令和元年度 5 年 C 組と令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)の相関係数を比

較すると、令和元年度 5 年 C 組が-0.5324 で負の相関あり、令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)

が 0.6125 で正の相関ありとなり、令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)の方が相関係数は大きく

なっている。 

これは、ヒアリングによる B 先生の回答「視覚的な補助がかなりあるので、学力の低い

児童には有効だった。」と合致すると考えられる。 

 

「努力調整方略」の令和元年度 5 年 C 組の相関係数は、-0.3226 で弱い負の相関あり、

令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)の相関係数は 0.4469 で正の相関ありとなり、令和 2 年度 6

年生(元 5 年 C 組)の方が相関係数は大きくなっている。 

これは、ヒアリングによる A 先生の回答「デジタル教科書は学習の敷居を下げる効果が

あり、有効だった。」と、合致すると考えられる。 

 

「柔軟的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 4 つの学習方略は、

紙の教科書と比較し、デジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説に対し、「人的リソ

ース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 3 つは同様の結果となった。一方、「柔軟的方

略」は、紙の教科書の方が優位な結果となっている。 
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（3）学習方略と学力の伸びとの関係（上位グループ） 

◆学習方略の変化量 

令和元年度 5 年 C 組は、下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5 年生の年度

初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学習方略の平均値の変化量を比較した。 

また、令和 2 年度の 6 年生のうち令和元年度 5 年 C 組だった児童は、下位グループと上

位グループに分け、令和 2 年度 6 年生の年度初め時点と令和 3 年度中学 1 年生の年度初め

時点での学習方略の平均値の変化量を比較した。ここでは上位グループについて述べる。 

 

その結果について、下記の「表 4-35 学習方略の変化の比較（同一教員同一児童 上位

グループ）」に示す。ｔ検定において有意差は確認できなかった。 

 

表 4-35 学習方略の変化の比較（同一教員同一児童 上位グループ） 

 

 

上位グループについては、紙の教科書使用のクラスと比較し、デジタル教科書使用のクラ

スの変化量は、「柔軟的方略」は 0.3 ポイント小さく、「人的リソース方略」は、0.1 ポイン

ト小さく、「認知的方略」は変化なし、「努力調整方略」は、0.1 ポイント大きくなっている。 

 

◆学習方略と学力の伸びの相関 

令和元年度 5 年 C 組は、下位グループと上位グループに分け、令和元年度 5 年生の年度

初め時点と令和 2 年度 6 年生の年度初め時点での学力レベルの伸びと、令和 2 年度 6 年生

の年度初め時点での学習方略のポイントとの相関係数を求めた。 

また、令和 2 年度の 6 年生のうち令和元年度 5 年 C 組だった児童は、下位グループと上

位グループに分け、令和 2 年度 6 年生の年度初め時点と令和 3 年度中学１年生の年度初め

時点での学力レベルの伸びと、令和 3 年度 6 年生の年度初め時点での学習方略のポイント

との相関係数を求めた。ここでは上位グループについて述べる。 

 

その結果について、次ページの「表 4-36 学力の伸びと学習方略の相関（同一教員同一

児童 上位グループ）」に示す。 
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表 4-36 学力の伸びと学習方略の相関（同一教員同一児童 上位グループ） 

 

「柔軟的方略」の令和元年度 5 年 C 組と令和 2 年度 6 年生（元 5 年 C 組）の相関係数を

比較すると、令和元年度 5 年 C 組が 0.2819 で弱い相関あり、令和 2 年度 6 年生（元 5 年

C 組）が 0.1270 で相関なしとなる。令和 2 年度 6 年生（元 5 年 C 組）の相関係数はやや小

さく相関なしの結果となっている。これは、ヒアリングによる B 先生の回答「デジタル教

科書が及ぼした影響はあまり感じられなかった。」と合致すると考えられる。 

 

「人的リソース」の令和元年度 5 年 C 組の相関係数は、-0.0105 で相関なし、令和 2 年

度 6 年生（元 5 年 C 組）の相関係数は 0.0582 で相関なしとなる。令和 2 年度 6 年生（元 5

年 C 組）の相関係数の方が大きくなっている。 

これは、ヒアリングにより B 先生は「協働作業が円滑に行なえることで、児童間のやり

取りが増え、デジタル教科書は有効だった」と回答しており、合致すると考えられる。し

かし、両者とも相関なしの結果である。下位グループの児童と比べると、上位グループの

児童にはあまり有効ではなかった可能性がある。 

 

「認知的方略」の令和元年度 5 年 C 組と令和 2 年度 6 年生（元 5 年 C 組）の相関係数を

比較すると、令和元年度 5 年 C 組が、-0.2760 で弱い負の関、令和 2 年度 6 年生（元 5 年

C 組）が 0.0640 で相関なしとなる。令和 2 年度 6 年生（元 5 年 C 組）の方が相関係数は大

きくなっているが、相関なしの結果となっている。 

ヒアリングによる B 先生の回答では「視覚的な補助がかなりあるので、学力の低い児童

には有効だった。」とあり、学力上位グループの児童にはあまり当てはまらないと考えら

れる。 

 

「努力調整方略」の令和元年度 5 年 C 組の相関係数は、0.1437 で相関なし、令和 2 年度

6 年生（元 5 年 C 組）の相関係数は、-0.3859 で弱い負の相関ありとなり、令和 2 年度 6 年

生（元 5 年 C 組）の方が相関係数は小さくなっている。 

これは、ヒアリングによる B 先生の回答「文字を書く手間が省ける、探すのが楽という

特定の点においては、国語に取り組む敷居が下がるので有効だった」とは異なる。しかし、

下位グループでは増えており、特定の点という、B 先生の想定していた対象児童は下位グ

ループの児童の可能性が高い。 

 

「柔軟的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」「努力調整方略」の 4 つの学習方略は、

紙の教科書と比較し、デジタル教科書の方が優位な結果になるとの仮説に対し、「人的リソ

ース方略」「認知的方略」の 2 つは同様の結果となった。一方、「柔軟的方略」「努力調整方

略」は、紙の教科書の方が優位な結果となっている。 

下位グループに比べ、上位グループの児童にとってはあまり有効性を感じていない可能

性がある。  
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4.2.4.5  分析結果の考察 

学力の伸びについての考察 

令和元年度 5 年 C 組と令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)の学力の伸びを比較した結果、伸

びは+3.8、令和 2 年度 6 年生(元 5 年 C 組)の伸びは+2.9 となり、紙の教科書使用の令和元

年度 5 年 C 組の方が、デジタル教科書使用クラスの方が、伸びが 0.9 ポイント小さかった。 

上記の結果について、紙の教科書を使用した令和元年度で大きく伸び、デジタル教科書

を使用した令和 2 年度に更に伸びたと言える。このことから、学力への影響の面では、デ

ジタル教科書を用いても、紙の教科書と同等以上の教育上の効果が得られていると考えら

れる。 

 

問題区分「読むこと」についての考察 

「読むこと」について、令和元年度と令和 2 年度を比較すると、12 ポイント増、令和 2

年度と令和 3 年度を比較すると 10 ポイント増となっており、大きな差は見られない。 

単純に比較すると、問題区分「読むこと」では、デジタル教科書と比べ紙の教科書の方が

優位な結果になっているが、前述のとおり、児童の元の学力も影響していると考えられる。

従って、このケースでは単純な比較はできないが、少なくともデジタル教科書の効果は見

られなかった。 

 

学習方略と学力の伸びとの関係についての考察 

同一教員同一児童クラス全体において、「柔軟的方略」「人的リソース方略」「認知的方略」

「努力調整方略」の 4 つの学習方略は、紙の教科書と比較し、デジタル教科書の方が優位

な結果になるとの仮説に対し、「人的リソース方略」「認知的方略」の 2 つは同様の結果とな

った。一方、「柔軟的方略」「努力調整方略」は、紙の教科書の方が優位な結果となっている。 

「柔軟的方略」は、仮説とは異なる結果ではあったが、ヒアリングでの B 先生の回答「デ

ジタル教科書が及ぼした影響はあまり感じられなかった。」と合致していた。 

「努力調整方略」は、下位グループ以外は仮説と異なる結果となっていた。更に、ヒアリ

ングによる B 先生の回答「文字を書く手間が省ける、探すのが楽という特定の点において

は、国語に取り組む敷居が下がるので有効だった」を踏まえると、上位グループの児童より

も下位グループの児童にデジタル教科書の効果があると考えられる。 
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4.3  令和 4 年以降の分析について 

4.3.1   令和 3 年度の分析における課題と対策案 

今年度分析で抽出された課題とその対策（案）を課題①～③として整理した。 

4.3.1.1  課題①「デジタル教科書以外に影響を与える要素の除外」 

デジタル教科書の効果を測定するための学力・学習状況調査を実施している自治体がな

いため、既存の調査データで分析する必要があるが、その場合は、デジタル教科書以外に学

力に影響を与える条件の統制が難しい。 

（1）来年度に向けた対策（案） 

教室環境、タブレットやデジタル教科書の使用頻度、導入時期などについて、大規模ア

ンケート調査等の結果を踏まえて条件が出来るだけ同じ学校を選定する。既存の調査結果

からの情報の収集が難しい場合は、来年度の当初に実施する大規模アンケート調査におい

て収集することを想定している。 

表 4-37 統制条件と統制方法 

 

4.3.1.2  課題②「サンプルサイズの確保」 

分析対象を 1 クラス単位としたことで、学力の上位グループと下位グループに分ける等

の細分化すると 1 グループが 15 名程度になってしまうなど、統計的な信頼性を充分に確保

できないケースが発生する。 

（1）来年度に向けた対策（案） 

今回の対象校と同様に埼玉県学力・学習状況調査を実施している学校を対象校に追加し、

サンプルサイズ（児童生徒の人数）を拡大する。 

（2）対象校 

埼玉県内で学力・学習状況調査を実施している学校を対象校に追加する。対象校の選定

に際しては、デジタル教科書の使用開始時期や使用状況等が学年内で大きな差異がないこ

とを確認する。 
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（3）対象学年 

教科担任制の採用が広まっていると思われる小学校高学年（5 年生、6 年生）と中学生（1

年生～3 年生）を対象とする。 

（4）サンプルサイズ 

統計的な信頼性を確保するために各学年ごとに 270 名程度をサンプルとして確保する。

上記のサンプルサイズは、分析にあたり 2 グループまで分割できる人数として算出してい

る。サンプルサイズは、埼玉県内の 1 学年あたりの児童生徒数を約 60,000 名、許容誤差

5%、信頼度 90%、回答比率 50%として計算し、270 名以上を確保できれば統計学上有意と

の考え方から算出した。 

（5）対象教科 

埼玉県学力・学習状況調査の対象教科である国語、算数（数学）を対象とする。 

4.3.1.3  「課題③分析対象教科の拡大」 

今年度の分析では、国語のみを対象としており、埼玉県学力・学習状況調査でも対象教科

は国語と算数のみであるため、他の教科に対するデジタル教科書の効果が確認できていな

い。 

（1）来年度に向けた対策（案） 

埼玉県に加えて、国語、算数（数学）、理科、社会、英語等の学力調査を実施している自

治体を選定し、対象教科を拡大する。 

（2）自治体の選定 

対象とする自治体は以下の基準をベースに選定する。 

⚫ 紙の教科書とデジタル教科書の両方の学力テスト結果がある。 

⚫ 希望性ではなく、悉皆調査による学力テストを実施している。 

⚫ 質問紙による調査を実施している。 

⚫ 5 教科（国、算、理、社、英）の学力テストを実施している。次点で 4 教科（国、算、

理、社）の学力テストを実施している 

（3）対象学年 

教科担任制の採用が広まっていると思われる小学校高学年（5 年生、6 年生）と中学生（1

年生～3 年生）を対象とする。 
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（4）サンプルサイズ 

課題②と同様の算出式を使用し、対象自治体における必要サンプルサイズ（児童生徒の人

数）を割り出す。 

（5）対象教科 

対象教科を拡大するため、5 教科（国、算、理、社、英）を対象教科とする。 

 

4.3.2   令和 4 年度以降の分析方針案 

4.3.2.1  埼玉県学力・学習状況調査データによる分析 

（1）対象学校 

今回の対象校以外の埼玉県内の学校に対象を拡大 

（2）対象学年 

教科担任制学力テストを実施している自治体が広まっている小学校高学年（5 年生、6 年

生）と中学生（1 年生～3 年生）とする。 

（3）対象教科 

国語、算数（数学） ※埼玉県学力・学習状況調査の対象教科 

（4）分析方法 

令和 3 年度の分析で使用した算出方法をベースとし、全体の傾向を分析する。（学力の

レベル、学力の伸び、学習方略のデータを使用する） 

4.3.2.2  その他自治体での学力調査データによる分析 

（1）対象学年 

埼玉県と同じく小学校高学年（5 年生、6 年生）と中学生（1 年生～3 年生）とする。 

（2）対象教科 

基本的に国語、算数（数学）、理科、社会、英語の 5 教科を対象とする。 

（3）分析方法 

埼玉県学力・学習状況調査とは異なり、相対評価（偏差値や点数、正答率等）による学力

テストとなるため、分析方法は要検討 
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5.  デジタル教科書の活用に関する事例集や研修動画の作成 

事例集・研修動画の作成における実施内容を以下に示す。 

5.1  協力校の選定 

授業実践を特に積んでいると考えられる協力校 12 校を選定した。 

5.2  研修動画制作の計画的な推進 

あらかじめ研修動画の構成案を作成し、有識者会議等で諮ることで、計画的に素材収集

や撮影を進めるとともに、内容について関係者間で共有した。 

構成案については、第２回有識者会議で各教科について提示し、有識者からの意見を収

集した。内容については、同会議での指摘の他、個別に有識者の監修を受け、ワーキング

や等を通じ、教科毎の有識者や ICT 活用の有識者等の知見を取り入れることとした。 

5.3  映像及び許諾の取得 

協力校等の関係者の映像を取得する場合はプライバシー・肖像権等に配慮し、必要な許

諾を得ることとした。具体的には、各協力校への照会に関するやり取りをメールで行い、

連絡を密にする等、行き違いや混乱が起きないように配慮した。 

加えて、保護者への許諾が必要になる場合を想定し、依頼時に保護者向けの依頼文書や

補足資料を作成する等、学校が保護者に同意を得る支援を行うこととした。 

5.4  事例集の作成 

事例集は大きく、①総論等の概要ページ、②事例紹介、③有識者コラムの３つの原稿を

組み合わせて作成した。 

事例紹介は、「国語、算数（数学）、社会、理科、英語」の５教科の実践事例を小中各１

以上収集し、計 14 の事例を作成した。 

コラムは、「デジタル教科書を活用した授業づくり」、「デジタル教科書を使用する際の

健康面への留意事項」、「特別支援教育とデジタル教科書」及び「デジタル教科書を安心・

快適に利用できる環境づくり」の計４テーマについて、それぞれの有識者に執筆を依頼し

て作成した 

5.5  研修動画の制作 

研修動画は大きく、①デジタル教科書の活用に関し、各協力校から提供いただく素材と、

②訪問時に撮影した映像素材、③教科書発行者からの提供素材の３つの素材を適切に組み

合わせ、ナレーションやテロップを挿入することで授業実践に資する動画を作成すること

とした。 

動画は、「デジタル教科書の使用に関する総論」、「国語、算数（数学）、社会、理科、

英語」（小中各１）、「特別な配慮を必要とする児童生徒への対応の総論」の計 12 本制作

した。 
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6.  総括 

今回、令和 6 年度のデジタル教科書の「本格的な導入」の在り方の検討に資する調査研究

を進めることを目的として、「2. 実証研究校における実証研究の計画・実施」、「3. 大規模ア

ンケート調査の実施及び分析」及び「4. 学力調査を用いた分析」を実施した。今回の調査

研究結果を「健康面への影響」、「学習面への影響」、「学習上の困難低減」の観点から考察を

行う。 

6.1  健康面への影響 

デジタル教科書単体というよりは学習者用端末上でデジタル教科書が使用されることを

前提として、健康面の影響（目の疲れ・乾き、体の調子等）について、姿勢等との相関関係

を調査した。 

調査の結果、実証研究校の児童生徒向けのアンケート結果29や、より大規模に実施した全

国のデジタル教科書を導入した学校の児童生徒向けのアンケート結果30のいずれにおいて

も、教科書を使用するときに姿勢が悪かったり、目と教科書の距離を 30cm 以上離せなかっ

たり、教科書が見づらかったりした場合の疲れなど身体への影響は、紙の教科書よりもデジ

タル教科書の方が出ている結果となった。 

この結果は、「学習者用デジタル教科書の効果的な活用の在り方等に関するガイドライン」

報告書（文部科学省, 令和 4 年 3 月改訂）であげられている、「学習者用デジタル教科書を

使用する際には、姿勢に関する指導を適切に行い、目と学習者用コンピュータの画面との距

離を 30cm 程度以上話すよう指導すること」が有効であることを示唆するものと考えられ

る。 

 

実証研究校 12 校の対象クラスの保護者（N=383）を対象として実施したアンケート調査

の結果からは、保護者がデジタル教科書を不安に思う点として、「健康面への影響」が最も

多く、過半数（55.9%）31の保護者が不安に感じていることが分かった。また、その健康面

の影響の中でも特に「視力が悪くならないか」（「健康面の影響」を選択した保護者の 96%

が選択）に不安を感じていた。 

一方で、直近の視力測定結果については「低下はしていない」という回答が６割を超えた。

この結果からは、最近の 1 人 1 台端末環境の整備やデジタル教科書の使用が児童生徒の視

力低下に影響したかどうかを断言できないため、継続的な調査が必要であると考える。 

 

デジタル機器自体は、学習だけでなく生活する上で必須のツールになりつつあるが、児童

生徒の健康面への影響を考慮して、長時間の利用を予防することが望ましい。しかしながら、

大規模アンケート調査の結果から 1 日に 4 時間以上デジタル機器を利用している児童生徒

 
29 「図 2-139 授業中の教科書の使用と自覚症状の関係（低学年）」「図 2-141 授業中の教科書の使用と自覚症状の

関係（中高学年）」「図 2-143 授業中の教科書の使用と自覚症状の関係（中学生）」参照 

30 「図 3-90 授業中の姿勢等の自覚症状の度合いと自覚症状の関係（低学年調査 Q6×Q7）」「図 3-91 授業中の教科

書の使用と自覚症状の関係（中高学年調査 Q7×Q8）」「図 3-92 授業中の教科書の使用と自覚症状の関係（中学生調

査 Q7×Q8）」参照 

31 「図 2-153 デジタル教科書の不安な点」参照 
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は、中高学年では 25.6%32、中学生では 37.9%33にも上る。この結果は、2018 年の OECD

生徒の学習到達度調査（PISA：Programme for International Student Assessment）34時

の OECD 平均 38.6%は下回っているものの、日本の平均 17.2％をそれぞれ 8.4 ポイント

（中高学年）、20.7 ポイント（中学生）も上回っている。 

例えば、授業中は 30 分に 1 回は休憩を取る、紙のノートと併用する、一斉学習で前を向

く時間などがあることで、長時間の利用を予防することができる。自宅においても、児童生

徒が長時間に渡ってデジタル機器を利用していないか、注意が必要であると考える。 

6.2  学習面への影響 

学習面に関しては、主に実証研究校の児童生徒を対象として「資質・能力の３つの柱」と

「主体的・対話的で深い学び」の観点から実証研究期間の事前と事後での意識調査を行った。 

また、一部の児童生徒を対象として、紙の教科書とデジタル教科書を使用することによる

記憶や教科書の内容理解度への影響の比較実験や学力調査結果を用いた学力への影響の分

析を行った。 

これらの結果の概要を以下に示す。 

6.2.1   資質・能力の３つの柱 

今回は、「2. 実証研究校における実証研究の計画・実施」の「観点 A：資質・能力の３つ

の柱」の観点において、デジタル教科書をより多く活用した実証研究期間の前後での児童生

徒の自己評価について、観点ごとの合計点を集計し、t 検定を用いて有意差の有無を確認し

た。 

 

その結果、理科を除く４つの教科で共通して「思考力、判断力、表現力等」の観点で自己

評価が向上し、かつ、有意差があった。デジタル教科書や附属教材を活用することで、教科

書の本文や資料を根拠として筋道を立てて考え、それを話し合いで表現する活動が充実し

たと考えられる。 

 

「知識及び技能」は、事前と事後で単元が異なるため単純な比較はできないが、理科を除

く４つの教科で自己評価が向上し、かつ、有意差があった。デジタル教科書の図や挿絵を拡

大して細部まで確認できたり、附属教材で視覚的に繰り返し確認できたりすることで、教科

書の内容や各単元の学習課題への理解を促進することができると考えられる。 

 

「学びに向かう力、人間性等」は、事前と事後の児童生徒の自己評価は同等程度であっ

たが、教師へのヒアリングでは、デジタル教科書を導入して主体的な学びの充実や意欲の向

上に繋がったとの意見が複数あった。 

 
32 「図 3-94 端末・機器の自宅での合計利用時間（中高学年調査 Q14）」参照 

33 「図 3-97 端末・機器の自宅での合計利用時間（中学生調査 Q14）」参照 

34 「OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）～2018 年調査補足資料～ 学校外での平日のインターネットの利用時間

の国際比較（2018 年）」（国立教育政策研究所, 2019 年 12 月）参照 
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6.2.2   主体的・対話的で深い学び 

今回は、「2. 実証研究校における実証研究の計画・実施」における「観点 D：授業改善や

教師の負担軽減」の観点から、「主体的・対話的かつ深い学び」に関する児童生徒向けの意

識調査を行った。各教科・学年別の結果の詳細は「2.4.1  教科別の分析結果」に示すとおり

だが、ここでは総括として発達段階別（低学年、中高学年、中学生）の集計・分析結果を示

す。 

 

 

図 6-1 主体的・対話的で深い学び（低学年、事前 N＝96、事後 N＝93） 

 

低学年で「あてはまる」と回答した児童の割合は、主体的な学びの項目の内「何度も試し

たり取り組むことができた」は事前に比べて 15.9 ポイント低下したものの、「楽しく学ぶこ

とができた」は 11.8 ポイント向上し、「自分の考えをまとめることができていた」でも 17.7

ポイント向上した。デジタル教科書を使用することで、意欲の向上が見られたとともに、深

い学びに繋がる「自分の考えをまとめる活動」が充実したことが、窺える結果となった。 
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図 6-2 主体的・対話的で深い学び（中高学年、事前 N＝524、事後 N＝422） 

 

中高学年で「あてはまる」と回答した児童の割合は、項目による差はあるものの全ての項

目で事前よりも事後の方が高くなった。デジタル教科書を使用することで、主体的・対話的

で深い学びに繋がる活動が充実したことが窺える結果となった。 
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図 6-3 主体的・対話的で深い学び（中学生、事前 N＝242、事後 N＝266） 

 

中学生で「あてはまる」と回答した生徒の割合を事前と事後で比較すると、一部の項目で

事後の方が向上しているものの概ね同等であった。 

 

以上の結果から、主体的・対話的で深い学びの観点では、特に小学校の中高学年で効果が

表れやすいと考えられる。また、中学生は、新学習指導要領の全面実施が令和 3 年度からと

小学校より 1 年遅れであったこと、中学生や低学年よりも中高学年の児童の方がデジタル

を使用した学習に慣れていることも影響していると考えられる。 

6.2.3   記憶や教科書の内容理解度への影響 

今回は、「2.5 紙の教科書とデジタル教科書の比較」に示すとおり、1 人 1 台端末環境が

実証以前より整備されており、デジタル教科書も併用している学校において一部の児童（2

クラス各 30 名）を対象として、国語の紙の教科書とデジタル教科書の違いが児童生徒の記

憶や文章理解に及ぼす影響を検証した。 

 

検証の結果から、デジタルでの学習にも慣れた児童を被験者とした場合、個人差はあるも

のの全体平均としての記憶のしやすさや教科書の文章の理解度は、デジタル教科書でも紙

の教科書でも変わらないことが分かった。これまでの紙での学習に慣れた大学生を対象と

した先行研究で紙が優位になったのは、少なからず学習スタイルの慣れの影響もあること

が窺える結果となった。 
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今回の実証においては、デジタル教科書の使用方法について特に指定はなく、付箋など

への書き込みや拡大など児童の自由に使用させた。紙の教科書ではできないデジタル教科

書ならではの機能を効果的に活用した授業を設計し実施することで、デジタル教科書が優

位になる可能性も推測されるため、継続的な検証の余地がある。 

6.2.4   学力への影響 

今回は、「4. 学力調査を用いた分析」に示すとおり、デジタル教科書の活用による学力へ

の効果を検証するため、埼玉県学力・学習状況調査のデータを用いて、紙の教科書を使用し

た期間とデジタル教科書を試用した期間での学力の伸び等の比較分析を行った。なお、デジ

タル教科書は令和元年度から紙の教科書に代えて使用できるようになったため、本分析が

初回となる。 

 

分析の結果、学力の伸びについては、紙の教科書と同等以上の教育上の効果が得られてい

ると考えられる。 

 

今回の分析結果から、自治体の学力調査結果を用いた分析には、大きく３つの課題がある

と考える。 

 

1 つ目は、デジタル教科書以外に影響を与える要素の除外である。来年度以降においては、

元の学力や指導の質、教室の ICT 環境、タブレットの使用頻度など、出来るだけ条件が同

じ学校を選定することが望ましい。 

 

2 つ目はサンプルサイズの確保である。今回は、教科担任制が導入される以前の期間も分

析対象に含まれ、1 クラス単位での分析となった。そのため、学力の上位グループと下位グ

ループに分ける等の細分化を行うと 1 グループが 15 名程度になり、統計的な信頼性を十分

に確保できないケースが発生した。そのため、令和４年度以降は教科担任制を採用している

学校・期間を対象とするなどし、サンプルサイズを拡大することが望ましい。 

 

3 つ目は、分析対象教科の拡大である。今回は、令和元年度から継続的にデジタル教科書

が使用されていた国語を対象とした。来年度以降は、令和 3 年度「学びの保障・充実のため

の学習者用デジタル教科書実証事業」の影響でより多くの教科でのデジタル教科書の導入

が進んだ。そのため、例えば、埼玉県学力・学習状況調査で国語と同様に調査している算数

を対象とするなど、来年度以降の分析対象教科の拡大が期待される。 

 

6.3  学習上の困難低減 

特別な配慮を必要とする児童生徒等については、障害の状態やそれに伴う学びにくさは

多様かつ個人差が大きいため、児童生徒一人一人のニーズを適切に把握し、対応に努める

ことが重要である。 

今回は、前述の視覚障害（弱視）、発達障害及び日本語指導が必要な児童生徒に加えて、
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大規模アンケート調査の回答校の中から任意の 2 校を選定して聴覚障害及び肢体不自由の

児童生徒のデジタル教科書の使用状況をヒアリングした。 

特別支援学校の児童生徒や教師は、デジタル教科書の導入前からデジタル機器を有効に

活用しているため、比較的すぐに「表 2-125 学習上の困難低減の観点から有用な機能や

期待効果の例」に示すような効果を実感されている教師が多かった。 

実証研究校の事例では、教科書の本文や図表、挿絵を見る場面等でデジタル教科書を活用

することで、特別な支援を必要とする児童生徒の学習活動の幅や選択肢を広げることが可

能になる。学習上の困難低減の観点からは、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律」の趣旨等35も踏まえ、特別な配慮を必要とする児童生徒等のニーズを適切に把握し、

デジタル教科書の活用を検討することが重要である。 

  

 
35 「文部科学省所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針」（平成 27 年文部科学省

告示第 180 号） 別紙１「不当な差別的取扱い，合理的配慮等の具体例」 

３ 合理的配慮に当たり得る配慮の具体例 

３）ルール・慣行の柔軟な変更の具体例 

○読み・書き等に困難のある児童生徒等のために，授業や試験でのタブレット等の ICT 機器使用を許可したり， 

筆記に代えて口頭試問による学習評価を行ったりすること。 
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付録１.協力校一覧 

 

■実証研究校 

No. 地域 学校名 

1 埼玉県 戸田市立戸田東小学校 

2 東京都 荒川区立第一日暮里小学校 

3 大阪府 大阪市立南小学校 

4 大阪府 枚方市立菅原東小学校 

5 熊本県 山江村立山田小学校 

6 大阪府 摂津市立別府小学校 

7 東京都 渋谷区立上原中学校 

8 熊本県 山江村立山江中学校 

9 大阪府 枚方市立第三中学校 

10 東京都 杉並区立和泉中学校 

※実証研究校 12校の内、掲載許可を得た学校のみ記載 

 

■追加で選定された協力校一覧 

No. 地域 学校名 

1 川崎市 川崎市立南大師中学校 

2 京都府 京丹後市立峰山中学校 

3 京都府 京都府立園部高等学校附属中学校 

4 兵庫県 関西学院初等部 
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付録２.大規模アンケート調査票（教師）  
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付録３.大規模アンケート調査票（低学年）  
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付録４.大規模アンケート調査票（中高学年）  
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付録５.大規模アンケート調査票（中学生）  
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